
平
成
二
十
四
年
国
土
交
通
省
令
第
八
十
六
号

都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
）
及
び
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進

に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
二
十
四
年
政
令
第
二
百
八
十
六
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
同
法
を
実
施
す
る

た
め
、
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

目
次第

一
章
　
総
則
（
第
一
条
）

第
二
章
　
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
に
係
る
特
別
の
措
置

第
一
節
　
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
の
作
成
（
第
二
条
）

第
二
節
　
集
約
都
市
開
発
事
業
等
（
第
三
条―

第
十
五
条
）

第
三
節
　
共
通
乗
車
船
券
等

第
一
款
　
共
通
乗
車
船
券
（
第
十
六
条
）

第
二
款
　
鉄
道
利
便
増
進
事
業
（
第
十
七
条―

第
十
九
条
）

第
三
款
　
軌
道
利
便
増
進
事
業
（
第
二
十
条―

第
二
十
八
条
）

第
四
款
　
道
路
運
送
利
便
増
進
事
業
（
第
二
十
九
条―

第
三
十
三
条
）

第
四
節
　
貨
物
運
送
共
同
化
事
業
（
第
三
十
四
条―

第
三
十
六
条
）

第
五
節
　
樹
木
等
管
理
協
定
（
第
三
十
七
条―
第
三
十
九
条
）

第
六
節
　
港
湾
隣
接
地
域
内
の
工
事
等
の
許
可
の
特
例
（
第
四
十
条
）

第
三
章
　
低
炭
素
建
築
物
の
普
及
の
促
進
の
た
め
の
措
置
（
第
四
十
一
条―

第
四
十
六
条
）

第
四
章
　
雑
則
（
第
四
十
七
条
・
第
四
十
八
条
）

附
則

第
一
章
　
総
則

（
定
義
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い

う
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。

第
二
章
　
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
に
係
る
特
別
の
措
置

第
一
節
　
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
の
作
成

（
港
湾
隣
接
地
域
に
設
け
ら
れ
る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
施
設
等
）

第
二
条
　
法
第
七
条
第
三
項
第
五
号
ハ
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
施
設
等
は
、
次
に
掲

げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
太
陽
光
を
電
気
に
変
換
す
る
設
備

二
　
風
力
を
電
気
に
変
換
す
る
設
備

三
　
蓄
電
池
設
備

四
　
船
舶
の
た
め
の
給
電
施
設

五
　
化
石
燃
料
を
効
率
的
に
利
用
す
る
荷
役
機
械

六
　
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
港
湾
に
お
け
る
化
石
燃
料
以
外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
又
は
化
石
燃
料
の

効
率
的
利
用
に
資
す
る
施
設

第
二
節
　
集
約
都
市
開
発
事
業
等

（
集
約
都
市
開
発
事
業
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
三
条
　
法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
一
に
よ
る
申
請
書

の
正
本
及
び
副
本
に
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
掲
げ
る
図
書
（
こ
れ
ら
の
図
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
正
当
な
理

由
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
ら
に
代
わ
る
べ
き
図
書
と
し
て
適
当
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
市
町
村
長
が
認
め
た
図

書
）
を
添
え
て
、
こ
れ
ら
を
市
町
村
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
方
位
、
道
路
及
び
目
標
と
な
る
地
物
並
び
に
集
約
都
市
開
発
事
業
を
施
行
す
る
区
域
（
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
「
事
業
区
域
」
と
い
う
。
）
を
表
示
し
た
付
近
見
取
図

二
　
縮
尺
、
方
位
、
事
業
区
域
、
敷
地
の
境
界
線
、
特
定
建
築
物
の
位
置
及
び
特
定
公
共
施
設
の
配
置
を
表
示
し

た
特
定
建
築
物
の
配
置
図

三
　
特
定
建
築
物
の
整
備
に
関
す
る
第
四
十
一
条
第
一
項
の
申
請
書
及
び
そ
の
添
付
図
書
に
相
当
す
る
書
類
及
び

図
書

四
　
法
第
十
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
措
置
の
内
容
を
記
載
し
た
書
類

五
　
集
約
都
市
開
発
事
業
の
工
程
表

六
　
申
請
者
が
事
業
区
域
内
の
土
地
に
つ
い
て
所
有
権
、
借
地
権
そ
の
他
の
使
用
及
び
収
益
を
目
的
と
す
る
権
利

を
有
す
る
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
そ
の
他
の
申
請
者
が
事
業
区
域
内
に
お
い
て
集
約
都
市
開
発
事
業
を

実
施
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

七
　
申
請
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
登
記
事
項
証
明
書
、
定
款
並
び
に
直
前
三
年
の
各
事
業
年
度
の

貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
及
び
収
支
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類

八
　
申
請
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
住
民
票
の
抄
本
若
し
く
は
個
人
番
号
カ
ー
ド
（
行
政
手
続
に
お

け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）

第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
個
人
番
号
カ
ー
ド
を
い
う
。
）
の
写
し
又
は
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
で
あ
っ
て
氏

名
及
び
住
所
を
証
明
す
る
書
類
、
資
産
及
び
負
債
に
関
す
る
調
書
並
び
に
所
得
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と

が
で
き
る
書
類

九
　
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
法
第
十
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す

る
た
め
に
市
町
村
長
が
必
要
と
認
め
る
図
書

（
集
約
都
市
開
発
事
業
計
画
の
記
載
事
項
）

第
四
条
　
法
第
九
条
第
二
項
第
六
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
集
約
都
市
開
発
事
業
の
名
称
及
び
目
的

と
す
る
。

（
集
約
都
市
開
発
事
業
計
画
の
認
定
の
通
知
）

第
五
条
　
市
町
村
長
は
、
法
第
十
条
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
そ
の
旨
（
同
条
第
六
項
の
場
合

に
お
い
て
は
、
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
十
八
条

第
三
項
の
規
定
に
よ
る
確
認
済
証
の
交
付
を
受
け
た
旨
を
含
む
。
）
を
申
請
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
通
知
は
、
別
記
様
式
第
二
に
よ
る
通
知
書
に
第
三
条
の
申
請
書
の
副
本
（
法
第
十
条
第
六
項
の
場
合
に

お
い
て
は
、
第
三
条
の
申
請
書
の
副
本
及
び
前
項
の
確
認
済
証
に
添
え
ら
れ
た
建
築
基
準
法
施
行
規
則
（
昭
和
二

十
五
年
建
設
省
令
第
四
十
号
）
第
一
条
の
三
の
申
請
書
の
副
本
）
及
び
そ
の
添
付
図
書
を
添
え
て
行
う
も
の
と
す

る
。

（
集
約
都
市
開
発
事
業
計
画
の
軽
微
な
変
更
）

第
六
条
　
法
第
十
一
条
第
一
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
地
域
の
名
称
の
変
更
又
は
地
番
の
変
更
に
伴
う
変
更

二
　
集
約
都
市
開
発
事
業
の
施
行
予
定
期
間
の
六
月
以
内
の
変
更

三
　
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
集
約
都
市
開
発
事
業
の
施
行
に
支
障
が
な
い
と
市
町
村
長
が
認
め
る
変
更

（
集
約
都
市
開
発
事
業
計
画
の
変
更
の
認
定
の
申
請
）

第
七
条
　
法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
認
定
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
三
に
よ

る
申
請
書
の
正
本
及
び
副
本
に
、
そ
れ
ぞ
れ
第
三
条
各
号
に
掲
げ
る
図
書
の
う
ち
変
更
に
係
る
も
の
（
こ
れ
ら
の

図
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
正
当
な
理
由
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
ら
に
代
わ
る
べ
き
図
書
と
し
て
適
当
な

も
の
で
あ
る
こ
と
を
市
町
村
長
が
認
め
た
図
書
）
を
添
え
て
、
こ
れ
ら
を
市
町
村
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
四
号
中
「
法
第
十
条
第
一
項
第
三
号
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
十
一
条
第
二
項

に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
一
項
第
三
号
」
と
、
同
条
第
九
号
中
「
法
第
十
条
第
一
項
各
号
」
と
あ
る
の
は

「
法
第
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
一
項
各
号
」
と
す
る
。

（
集
約
都
市
開
発
事
業
計
画
の
変
更
の
認
定
の
通
知
）

第
八
条
　
第
五
条
の
規
定
は
、
法
第
十
一
条
第
一
項
の
変
更
の
認
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

第
五
条
第
一
項
中
「
同
条
第
六
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
六

項
」
と
、
「
同
条
第
五
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
五
項
」
と
、

同
条
第
二
項
中
「
別
記
様
式
第
二
」
と
あ
る
の
は
「
別
記
様
式
第
四
」
と
、
「
法
第
十
条
第
六
項
」
と
あ
る
の
は

「
法
第
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
六
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

1



（
磁
気
デ
ィ
ス
ク
に
よ
る
手
続
）

第
八
条
の
二
　
別
記
様
式
第
一
又
は
別
記
様
式
第
三
に
よ
る
申
請
書
並
び
に
そ
の
添
付
図
書
の
う
ち
市
町
村
長
が
認

め
る
図
書
及
び
書
類
に
つ
い
て
は
、
当
該
図
書
及
び
書
類
に
代
え
て
、
市
町
村
長
が
定
め
る
方
法
に
よ
り
当
該
図

書
及
び
書
類
に
明
示
す
べ
き
事
項
を
記
録
し
た
磁
気
デ
ィ
ス
ク
（
こ
れ
に
準
ず
る
方
法
に
よ
り
一
定
の
事
項
を
確

実
に
記
録
し
て
お
く
こ
と
が
で
き
る
も
の
を
含
む
。
第
四
十
六
条
の
三
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
っ
て
、
市
町
村

長
が
定
め
る
も
の
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
法
第
十
八
条
第
一
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
期
間
）

第
九
条
　
法
第
十
八
条
第
一
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
期
間
は
、
賃
貸
特
定
建
築
物
（
そ
の
全
部
又
は
一
部
を

賃
貸
の
用
に
供
す
る
特
定
建
築
物
を
い
う
。
次
条
及
び
第
十
一
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
整
備
が
完
了
し
た
日
か

ら
起
算
し
て
十
年
と
す
る
。

（
特
定
建
築
物
の
賃
貸
料
）

第
十
条
　
法
第
十
八
条
第
一
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
額
は
、
一
月
に
つ
き
、
次
に
掲
げ
る
額
を
合
計
し
た
額

と
す
る
。

一
　
賃
貸
特
定
建
築
物
（
そ
の
一
部
を
賃
貸
の
用
に
供
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
賃
貸
の
用
に
供
す
る
部
分

を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
整
備
に
要
し
た
費
用
（
当
該
費
用
の
う
ち
、
法
第
十

七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
地
方
公
共
団
体
の
補
助
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
を
当
該
賃
貸
特
定
建
築
物
の
近

傍
同
種
の
建
築
物
の
償
却
年
数
を
考
慮
し
て
定
め
た
相
当
の
年
数
、
利
率
年
九
パ
ー
セ
ン
ト
で
毎
月
元
利
均
等

に
償
却
す
る
も
の
と
し
て
算
出
し
た
額

二
　
賃
貸
特
定
建
築
物
の
近
傍
同
種
の
建
築
物
の
修
繕
費
及
び
管
理
事
務
費
を
考
慮
し
て
定
め
た
相
当
の
費
用
の

月
割
額

三
　
賃
貸
特
定
建
築
物
の
災
害
に
よ
る
損
害
を
補
て
ん
す
る
た
め
の
損
害
保
険
又
は
損
害
保
険
に
代
わ
る
べ
き
火

災
共
済
に
要
す
る
費
用
の
月
割
額

四
　
賃
貸
特
定
建
築
物
の
整
備
の
た
め
通
常
必
要
な
土
地
又
は
借
地
権
を
取
得
す
る
場
合
に
通
常
必
要
と
認
め
ら

れ
る
価
額
に
千
二
百
分
の
五
を
乗
じ
て
得
た
額
（
当
該
賃
貸
特
定
建
築
物
に
つ
い
て
、
地
代
を
必
要
と
す
る
場

合
に
お
い
て
は
、
当
該
額
に
、
当
該
地
代
の
月
割
額
と
借
地
契
約
に
係
る
土
地
の
価
額
に
千
二
百
分
の
六
を
乗

じ
て
得
た
額
の
い
ず
れ
か
低
い
額
を
加
え
た
額
）

五
　
賃
貸
特
定
建
築
物
又
は
そ
の
敷
地
に
租
税
そ
の
他
の
公
課
が
賦
課
さ
れ
る
場
合
に
お
い
て
は
賦
課
さ
れ
る
額

の
月
割
額

六
　
前
各
号
の
規
定
に
よ
り
算
出
し
た
額
の
合
計
額
に
百
分
の
二
を
乗
じ
て
得
た
額

２
　
認
定
集
約
都
市
開
発
事
業
者
は
、
特
定
建
築
物
の
一
部
を
賃
貸
の
用
に
供
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
特
定
建

築
物
に
賃
借
人
の
全
員
又
は
そ
の
一
部
の
共
用
に
供
さ
れ
る
べ
き
部
分
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
共
用
部
分
」

と
い
う
。
）
が
あ
る
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
算
出
し
た
額
に
、
当
該
共
用
部
分
に
つ
い
て
同
項
の
規
定
を

適
用
し
て
算
出
し
た
額
を
こ
れ
を
共
用
す
る
賃
借
人
に
係
る
賃
貸
の
用
に
供
す
る
各
部
分
の
床
面
積
の
割
合
に
よ

る
按
分
そ
の
他
の
合
理
的
な
方
法
に
よ
り
按
分
し
て
得
た
額
を
加
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
　
認
定
集
約
都
市
開
発
事
業
者
は
、
前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
自
己
の
整
備
し
た
賃
貸
特
定
建
築
物
で
、

か
つ
、
同
時
期
に
賃
借
人
の
募
集
を
行
う
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
部
分
相
互
間
に
お
け
る
賃
貸
料
の
均
衡
を
図
る

た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
各
部
分
の
床
面
積
、
位
置
、
形
状
及
び
用
途
に
よ
る
利
便
の
度

合
い
を
勘
案
し
て
定
め
る
調
整
額
を
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
算
出
し
た
額
に
加
え
、
又
は
そ
の
額
か
ら
減
じ
た
額

を
賃
貸
料
の
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
賃
貸
料
の
額
の
合
計
額
は
、
前
二
項

の
規
定
に
よ
り
算
出
し
た
額
の
合
計
額
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
。

第
十
一
条
　
法
第
十
八
条
第
二
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
賃
貸
特
定
建
築
物
の
推
定
再
建
築
費
が
、

当
該
賃
貸
特
定
建
築
物
の
整
備
費
に
一
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
を
超
え
る
こ
と
と
す
る
。

２
　
賃
貸
特
定
建
築
物
が
前
項
の
基
準
に
該
当
す
る
場
合
に
お
け
る
前
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
同
号
中
「
費
用
（
当
該
費
用
の
う
ち
、
法
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
地
方
公
共
団
体
の
補
助
に
係
る

部
分
を
除
く
。
）
」
と
あ
る
の
は
、
「
費
用
（
当
該
費
用
の
う
ち
、
法
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
地
方
公
共

団
体
の
補
助
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
に
国
土
交
通
大
臣
が
建
築
物
価
の
変
動
を
考
慮
し
て
地
域
別
に
定
め
る
率

を
乗
じ
て
得
た
額
」
と
す
る
。

（
特
定
建
築
物
の
譲
渡
価
額
）

第
十
二
条
　
法
第
十
八
条
第
三
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
額
は
、
次
に
掲
げ
る
額
を
合
計
し
た
額
と
す
る
。

一
　
特
定
建
築
物
（
そ
の
一
部
を
譲
渡
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
譲
渡
す
る
部
分
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に

お
い
て
同
じ
。
）
の
整
備
に
要
し
た
費
用
（
当
該
費
用
の
う
ち
、
法
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
地
方
公

共
団
体
の
補
助
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）

二
　
特
定
建
築
物
を
整
備
す
る
た
め
に
借
り
入
れ
た
資
金
の
利
息
（
借
り
入
れ
た
資
金
の
額
に
利
率
年
十
パ
ー
セ

ン
ト
を
乗
じ
て
得
た
額
を
限
度
と
す
る
。
）

三
　
特
定
建
築
物
又
は
そ
の
敷
地
に
租
税
そ
の
他
の
公
課
が
賦
課
さ
れ
る
場
合
に
お
い
て
は
賦
課
さ
れ
る
額

四
　
譲
渡
に
要
す
る
事
務
費
等
に
つ
い
て
市
町
村
長
が
定
め
た
方
法
に
よ
り
算
出
し
た
額

２
　
認
定
集
約
都
市
開
発
事
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
自
己
の
整
備
し
た
特
定
建
築
物
で
、
か
つ
、

同
時
期
に
譲
受
人
の
募
集
を
行
う
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
部
分
相
互
間
に
お
け
る
譲
渡
価
額
の
均
衡
を
図
る
た
め

必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
各
部
分
の
床
面
積
、
位
置
、
形
状
及
び
用
途
に
よ
る
利
便
の
度
合
い

を
勘
案
し
て
定
め
る
調
整
額
を
同
項
の
規
定
に
よ
り
算
出
し
た
額
に
加
え
、
又
は
そ
の
額
か
ら
減
じ
た
額
を
譲
渡

価
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
譲
渡
価
額
の
合
計
額
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り

算
出
し
た
額
の
合
計
額
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
。

３
　
認
定
集
約
都
市
開
発
事
業
者
は
、
特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
や
む
を
得
な
い
と
き
は
、
第
一
項
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
市
町
村
長
の
承
認
を
得
て
、
特
定
建
築
物
の
譲
渡
価
額
を
別
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
換
地
計
画
の
認
可
申
請
手
続
）

第
十
三
条
　
法
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
土
地
区
画
整
理
事
業
の
施
行
者
は
、
土
地
区
画
整
理
法
（
昭
和
二
十

九
年
法
律
第
百
十
九
号
）
第
八
十
六
条
第
一
項
後
段
又
は
第
九
十
七
条
第
一
項
の
認
可
を
申
請
し
よ
う
と
す
る
と

き
は
、
認
可
申
請
書
に
法
第
十
九
条
第
一
項
後
段
の
規
定
に
よ
る
同
意
を
得
た
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
各
筆
換
地
明
細
）

第
十
四
条
　
法
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
土
地
区
画
整
理
事
業
に
あ
っ
て
は
、
土
地
区
画
整
理
法
施
行
規
則

（
昭
和
三
十
年
建
設
省
令
第
五
号
）
別
記
様
式
第
六
（
一
）
の
「
記
事
」
欄
に
は
、
同
様
式
備
考
６
に
よ
る
も
の

の
ほ
か
、
従
前
の
土
地
又
は
換
地
処
分
後
の
土
地
に
つ
き
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
保
留
地
と
し
て
定
め
る
場
合

に
、
そ
の
旨
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

（
各
筆
各
権
利
別
清
算
金
明
細
）

第
十
五
条
　
法
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
土
地
区
画
整
理
事
業
に
あ
っ
て
は
、
土
地
区
画
整
理
法
施
行
規
則
別

記
様
式
第
七
（
一
）
の
「
記
事
」
欄
に
は
、
同
様
式
備
考
８
に
よ
る
も
の
の
ほ
か
、
従
前
の
土
地
又
は
換
地
処
分

後
の
土
地
に
つ
き
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
保
留
地
を
定
め
る
場
合
に
、
そ
の
旨
を
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

第
三
節
　
共
通
乗
車
船
券
等

第
一
款
　
共
通
乗
車
船
券

（
共
通
乗
車
船
券
の
届
出
）

第
十
六
条
　
法
第
二
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
共
通
乗
車
船
券
に
係
る
運
賃
又
は
料
金
の
割
引
の
届
出
を
し
よ

う
と
す
る
運
送
事
業
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
出
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
共
同
で
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

一
　
共
通
乗
車
船
券
を
発
行
し
よ
う
と
す
る
運
送
事
業
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

二
　
共
通
乗
車
船
券
を
発
行
し
よ
う
と
す
る
運
送
事
業
者
を
代
表
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称

三
　
割
引
を
行
お
う
と
す
る
運
賃
又
は
料
金
の
種
類

四
　
発
行
し
よ
う
と
す
る
共
通
乗
車
船
券
の
名
称

五
　
発
行
し
よ
う
と
す
る
共
通
乗
車
船
券
の
発
行
価
額

六
　
発
行
し
よ
う
と
す
る
共
通
乗
車
船
券
に
係
る
期
間
、
区
間
そ
の
他
の
条
件

第
二
款
　
鉄
道
利
便
増
進
事
業

（
鉄
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
記
載
事
項
）

第
十
七
条
　
法
第
二
十
二
条
第
二
項
第
六
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。
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一
　
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
に
鉄
道
利
便
増
進
事
業
に
関
連
し
て
実
施
さ
れ
る
事
業
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合

に
は
、
当
該
事
業
に
関
す
る
事
項

二
　
前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
鉄
道
利
便
増
進
事
業
の
運
営
に
重
大
な
関
係
を
有
す
る
事
項
が
あ
る
場
合
に

は
、
そ
の
事
項

（
鉄
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
十
八
条
　
法
第
二
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
鉄
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
認
定
を
申
請
し
よ
う
と
す
る
者

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
法
第
二
十
二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

２
　
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
別
表
第
一
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
項
各
号

に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
を
記
載
し
、
か

つ
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
二
年
運
輸
省
令
第
六
号
）
第
二
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
、
第
一

項
の
認
定
の
申
請
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
鉄
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
変
更
の
認
定
の
申
請
）

第
十
九
条
　
法
第
二
十
三
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
鉄
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
変
更
の
認
定
を
受
け
よ
う
と

す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
（
新
旧
の
対
照
を
明
示
す
る
こ
と
。
）

三
　
変
更
の
理
由

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
当
該
認
定
鉄
道
利
便
増
進
実
施
計
画
に
係
る
鉄
道
利
便
増
進
事
業
の
実
施
状
況
を
記
載

し
た
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
別
表
第
一
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
を
記
載
し
、

か
つ
、
前
項
に
規
定
す
る
書
類
の
ほ
か
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
第
二
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
認
定
の
申
請
に
つ
い
て
準
用
す

る
。

第
三
款
　
軌
道
利
便
増
進
事
業

（
軌
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
記
載
事
項
）

第
二
十
条
　
法
第
二
十
五
条
第
二
項
第
六
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
に
軌
道
利
便
増
進
事
業
に
関
連
し
て
実
施
さ
れ
る
事
業
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合

に
は
、
当
該
事
業
に
関
す
る
事
項

二
　
前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
軌
道
利
便
増
進
事
業
の
運
営
に
重
大
な
関
係
を
有
す
る
事
項
が
あ
る
場
合
に

は
、
そ
の
事
項

（
軌
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
二
十
一
条
　
法
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
軌
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
認
定
を
申
請
し
よ
う
と
す
る
者

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
法
第
二
十
五
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

２
　
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
別
表
第
二
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
項
各
号

に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
を
記
載
し
、
か

つ
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
軌
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
変
更
の
認
定
の
申
請
）

第
二
十
二
条
　
法
第
二
十
六
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
軌
道
利
便
増
進
実
施
計
画
の
変
更
の
認
定
を
受
け
よ
う

と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
（
新
旧
の
対
照
を
明
示
す
る
こ
と
。
）

三
　
変
更
の
理
由

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
当
該
軌
道
利
便
増
進
実
施
計
画
に
係
る
軌
道
利
便
増
進
事
業
の
実
施
状
況
を
記
載
し
た

書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
別
表
第
二
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
を
記
載
し
、

か
つ
、
前
項
に
規
定
す
る
書
類
の
ほ
か
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
申
請
書
の
送
付
手
続
）

第
二
十
三
条
　
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
八
条
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
申
請
者
の
資
産
及
び
信
用
の
程
度

二
　
事
業
の
成
否
及
び
効
果

三
　
道
路
管
理
者
の
意
見

四
　
他
の
鉄
道
、
軌
道
、
索
道
又
は
道
路
運
送
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
三
号
）
に
よ
る
自
動
車
道
事

業
若
し
く
は
自
動
車
運
送
事
業
（
未
開
業
の
も
の
を
含
む
。
）
に
及
ぼ
す
影
響

五
　
付
近
に
お
け
る
鉄
道
、
軌
道
、
索
道
又
は
道
路
運
送
法
に
よ
る
自
動
車
道
事
業
若
し
く
は
自
動
車
運
送
事
業

の
出
願
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
種
類
、
区
間
、
申
請
書
及
び
申
請
書
の
受
付
年
月
日

六
　
認
定
の
許
否
に
関
す
る
意
見

（
道
路
管
理
者
へ
の
通
知
）

第
二
十
四
条
　
国
土
交
通
大
臣
（
法
第
六
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
権
限
が
地
方
運
輸
局
長
に
委
任
さ
れ
た
場
合
に
あ

っ
て
は
、
当
該
委
任
を
受
け
た
者
。
以
下
第
二
十
八
条
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
軌
道
利
便
増
進
事
業
に
つ

き
第
二
十
一
条
第
一
項
又
は
第
二
十
二
条
第
一
項
の
申
請
書
（
第
二
十
一
条
第
二
項
又
は
第
二
十
二
条
第
三
項
の

規
定
に
基
づ
く
事
項
の
記
載
及
び
書
類
の
添
付
が
な
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
を
受
け
付
け
た
と
き
は
、
遅
滞
な

く
、
当
該
申
請
書
に
係
る
事
案
に
係
る
道
路
（
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
に
よ
る
道
路
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
の
道
路
管
理
者
に
対
し
、
当
該
申
請
書
の
写
し
を
添
え
、
当
該
事
案
に
関
す
る
道
路
管
理
上

の
意
見
を
提
出
す
べ
き
旨
の
通
知
を
す
る
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
通
知
に
は
、
道
路
管
理
上
の
意
見
を
提
出
す
べ
き
期
限
を
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
そ
の
期

限
は
、
道
路
管
理
者
の
同
意
が
な
け
れ
ば
十
四
日
以
内
と
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

（
道
路
管
理
者
の
意
見
提
出
）

第
二
十
五
条
　
道
路
管
理
者
は
、
前
条
第
一
項
の
通
知
を
受
け
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
国
土
交
通
大
臣
に
対
し
、

道
路
管
理
上
の
意
見
を
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

２
　
国
土
交
通
大
臣
が
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
付
し
た
期
限
ま
で
に
前
項
の
意
見
の
提
出
を
受
け
な
い
と
き

は
、
軌
道
利
便
増
進
事
業
の
実
施
に
支
障
が
な
い
旨
の
道
路
管
理
者
の
意
見
の
提
出
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
。

（
道
路
管
理
者
の
意
見
提
出
の
特
例
）

第
二
十
六
条
　
第
二
十
四
条
第
一
項
の
申
請
書
を
提
出
す
る
者
が
地
方
公
共
団
体
で
あ
っ
て
、
当
該
地
方
公
共
団
体

又
は
そ
の
長
が
当
該
申
請
書
に
係
る
事
案
に
係
る
道
路
の
道
路
管
理
者
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
地
方
公

共
団
体
又
は
そ
の
長
で
あ
る
道
路
管
理
者
は
、
国
土
交
通
大
臣
に
対
し
、
当
該
申
請
書
に
添
付
し
て
、
当
該
申
請

書
に
係
る
事
案
に
関
す
る
道
路
管
理
上
の
意
見
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
意
見
を
提
出
し
た
道
路
管
理
者
に
つ
い
て
は
、
前
二
条
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

（
道
路
管
理
者
の
意
見
を
聴
く
必
要
が
な
い
場
合
）

第
二
十
七
条
　
法
第
二
十
六
条
第
五
項
た
だ
し
書
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
線
路
及
び
停
留
場
の
使
用

の
廃
止
に
伴
っ
て
他
の
軌
道
経
営
者
（
軌
道
法
（
大
正
十
年
法
律
第
七
十
六
号
）
に
よ
る
軌
道
経
営
者
を
い
う
。
）

が
新
た
に
当
該
線
路
及
び
停
留
場
と
同
一
の
線
路
及
び
停
留
場
の
位
置
に
よ
り
運
行
し
よ
う
と
す
る
場
合
と
す

る
。

（
処
分
後
の
道
路
管
理
者
へ
の
通
知
）

第
二
十
八
条
　
国
土
交
通
大
臣
は
、
第
二
十
五
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
道
路
管
理
者
の
意
見
の
提
出
を
受
け
た
事
案
又
は
道
路
管
理
者
の
意
見
の
提
出
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た

事
案
に
つ
い
て
処
分
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
道
路
管
理
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。
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第
四
款
　
道
路
運
送
利
便
増
進
事
業

（
道
路
運
送
利
便
増
進
実
施
計
画
の
記
載
事
項
）

第
二
十
九
条
　
法
第
二
十
八
条
第
二
項
第
六
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
に

道
路
運
送
利
便
増
進
事
業
に
関
連
し
て
実
施
さ
れ
る
事
業
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
事
業
に
関
す
る

事
項
と
す
る
。

（
道
路
運
送
利
便
増
進
実
施
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
三
十
条
　
法
第
二
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
道
路
運
送
利
便
増
進
実
施
計
画
の
認
定
を
申
請
し
よ
う
と
す
る

者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
法
第
二
十
八
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

２
　
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
別
表
第
三
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
項
各
号

に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
を
記
載
し
、
か

つ
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
道
路
運
送
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
運
輸
省
令
第
七
十
五
号
）
第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の

認
定
の
申
請
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
道
路
運
送
利
便
増
進
実
施
計
画
の
変
更
の
認
定
の
申
請
）

第
三
十
一
条
　
法
第
二
十
九
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
道
路
運
送
利
便
増
進
実
施
計
画
の
変
更
の
認
定
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
（
新
旧
の
対
照
を
明
示
す
る
こ
と
。
）

三
　
変
更
の
理
由

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
当
該
道
路
運
送
利
便
増
進
実
施
計
画
に
係
る
道
路
運
送
利
便
増
進
事
業
の
実
施
状
況
を

記
載
し
た
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
別
表
第
三
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
を
記
載
し
、

か
つ
、
前
項
に
規
定
す
る
書
類
の
ほ
か
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
道
路
管
理
者
に
対
す
る
意
見
聴
取
の
方
法
）

第
三
十
二
条
　
法
第
二
十
九
条
第
四
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
道
路
管
理
者
に
対
す
る
意
見
聴
取
の
方
法
に
つ

い
て
は
、
道
路
管
理
者
の
意
見
聴
取
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
二
十
六
年
運
輸
省
・
建
設
省
令
第
一
号
）
第
一
条

（
第
三
項
を
除
く
。
）
、
第
二
条
（
第
三
項
を
除
く
。
）
、
第
三
条
、
第
六
条
及
び
第
七
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
、
同
令
第
一
条
第
一
項
中
「
路
線
を
定
め
る
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
に
つ
き
道
路
運
送
法
施
行

規
則
（
昭
和
二
十
六
年
運
輸
省
令
第
七
十
五
号
。
以
下
「
規
則
」
と
い
う
。
）
第
四
条
に
基
づ
く
許
可
申
請
書
又

は
第
十
四
条
に
基
づ
く
認
可
申
請
書
（
路
線
の
新
設
に
係
る
事
業
計
画
の
変
更
又
は
」
と
あ
る
の
は
「
道
路
運
送

利
便
増
進
事
業
に
つ
き
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
以
下
「
規
則
」
と
い
う
。
）
第
三

十
条
第
一
項
又
は
第
三
十
一
条
第
一
項
に
基
づ
く
申
請
書
（
規
則
第
三
十
条
第
二
項
又
は
第
三
十
一
条
第
三
項
の

規
定
に
基
づ
く
事
項
の
記
載
及
び
書
類
の
添
付
が
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
内
容
が
事
業
の
許
可
又

は
路
線
の
新
設
に
係
る
事
業
計
画
の
変
更
若
し
く
は
」
と
、
「
国
土
交
通
大
臣
又
は
地
方
運
輸
局
長
」
と
あ
る
の

は
「
地
方
運
輸
局
長
」
と
、
「
許
可
申
請
書
又
は
認
可
申
請
書
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
申
請
書
」
と
、
同
令
第
三

条
第
一
項
中
「
第
一
条
第
一
項
又
は
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
条
第
一
項
」
と
、
「
許
可
申
請
書
又
は
認
可

申
請
書
（
以
下
「
許
可
申
請
書
等
」
と
い
う
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
申
請
書
」
と
、
「
当
該
許
可
申
請
書
等
」
と
あ

る
の
は
「
当
該
申
請
書
」
と
、
「
地
方
運
輸
局
長
（
第
一
条
第
三
項
に
規
定
す
る
認
可
申
請
書
を
提
出
す
る
場
合

に
あ
つ
て
は
、
運
輸
監
理
部
長
又
は
運
輸
支
局
長
）
」
と
あ
る
の
は
「
地
方
運
輸
局
長
」
と
、
同
令
第
六
条
中
「
国

土
交
通
大
臣
又
は
地
方
運
輸
局
長
」
と
あ
る
の
は
「
地
方
運
輸
局
長
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
道
路
管
理
者
の
意
見
を
聴
く
必
要
が
な
い
場
合
）

第
三
十
三
条
　
法
第
二
十
九
条
第
四
項
た
だ
し
書
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
道
路
管
理
者
の
意
見
を
聴
く
必
要
が

な
い
場
合
に
つ
い
て
は
、
道
路
管
理
者
の
意
見
聴
取
に
関
す
る
省
令
第
五
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
同
条
各
号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
道
路
運
送
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
三
号
。
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
第
九
十
一
条
」
と
あ
る
の
は
「
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第

八
十
四
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
九
条
第
四
項
」
と
、
同
条
第
一
号
中
「
法
第
四
条
第
一
項
又
は
第

十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
処
分
に
よ
り
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
十
条
の
規
定
に
よ
り
道
路
運
送
法
（
昭
和

二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
三
号
）
第
四
条
第
一
項
、
第
十
五
条
第
一
項
（
同
法
第
四
十
三
条
第
五
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
又
は
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
処
分
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
、
こ
れ
に

よ
つ
て
」
と
、
「
に
係
る
」
と
あ
る
の
は
「
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
」
と
、
同
条
第
二
号
中
「
法
第
四
条

第
一
項
又
は
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
処
分
に
係
る
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
十
条
の
規
定
に
よ
り
道
路

運
送
法
第
四
条
第
一
項
、
第
十
五
条
第
一
項
（
同
法
第
四
十
三
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

又
は
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
処
分
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
」
と
、
「
当
該
処
分
」
と
あ
る
の

は
「
当
該
処
分
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
」
と
、
同
条
第
三
号
中
「
法
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
処
分
に
係
る
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
十
条
の
規
定
に
よ
り
道
路
運
送
法
第
十
五
条
第
一
項
（
同
法
第
四
十
三

条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
処
分
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
」
と
、
「
当

該
処
分
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
処
分
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
四
節
　
貨
物
運
送
共
同
化
事
業

（
貨
物
運
送
共
同
化
実
施
計
画
の
記
載
事
項
）

第
三
十
四
条
　
法
第
三
十
二
条
第
二
項
第
七
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
に

貨
物
運
送
共
同
化
事
業
に
関
連
し
て
実
施
さ
れ
る
事
業
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
事
業
に
関
す
る
事

項
と
す
る
。

（
貨
物
運
送
共
同
化
実
施
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
三
十
五
条
　
法
第
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
貨
物
運
送
共
同
化
実
施
計
画
の
認
定
を
申
請
し
よ
う
と
す
る

者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
法
第
三
十
二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

２
　
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
別
表
第
四
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
項
各
号

に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
を
記
載
し
、
か

つ
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
貨
物
運
送
共
同
化
実
施
計
画
の
変
更
の
認
定
の
申
請
）

第
三
十
六
条
　
法
第
三
十
三
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
貨
物
運
送
共
同
化
実
施
計
画
の
変
更
の
認
定
を
受
け
よ
う
と

す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項
（
新
旧
の
対
照
を
明
示
す
る
こ
と
。
）

三
　
変
更
の
理
由

２
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
当
該
貨
物
運
送
共
同
化
実
施
計
画
に
係
る
貨
物
運
送
共
同
化
事
業
の
実
施
状
況
を
記
載

し
た
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
別
表
第
四
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
を
記
載
し
、

か
つ
、
前
項
に
規
定
す
る
書
類
の
ほ
か
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
五
節
　
樹
木
等
管
理
協
定

（
樹
木
等
管
理
協
定
の
基
準
）

第
三
十
七
条
　
法
第
三
十
八
条
第
三
項
第
三
号
（
法
第
四
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
国
土
交

通
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
協
定
区
域
は
、
そ
の
境
界
が
明
確
に
定
め
ら
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

二
　
協
定
樹
木
等
の
管
理
の
方
法
に
関
す
る
事
項
は
、
除
伐
、
間
伐
、
枯
損
し
た
樹
木
又
は
危
険
な
樹
木
の
伐

採
、
枝
打
ち
、
病
害
虫
の
防
除
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
事
項
で
、
協
定
樹
木
等
の
保
全
に
関
連
し
て
必
要
と

さ
れ
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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三
　
協
定
樹
木
等
の
保
全
に
関
連
し
て
必
要
と
さ
れ
る
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事
項
は
、
防
火
施
設
、
管
理
用
通

路
、
さ
く
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事
項
で
、
協
定
樹
木
等
の
適
正
な
保
全
に
資
す
る

も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

四
　
樹
木
等
管
理
協
定
の
有
効
期
間
は
、
五
年
以
上
二
十
年
以
下
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

五
　
樹
木
等
管
理
協
定
に
違
反
し
た
場
合
の
措
置
は
、
違
反
し
た
者
に
対
し
て
不
当
に
重
い
負
担
を
課
す
る
も
の

で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

（
樹
木
等
管
理
協
定
の
公
告
）

第
三
十
八
条
　
法
第
三
十
九
条
第
一
項
（
法
第
四
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
公

告
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
、
市
町
村
又
は
都
道
府
県
の
公
報
又
は
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
へ
の
掲
載
そ
の
他
の

適
切
な
方
法
で
行
う
も
の
と
す
る
。

一
　
樹
木
等
管
理
協
定
の
名
称

二
　
協
定
樹
木
又
は
協
定
区
域

三
　
樹
木
等
管
理
協
定
の
有
効
期
間

四
　
協
定
樹
木
等
の
保
全
に
関
連
し
て
必
要
と
さ
れ
る
施
設
が
定
め
ら
れ
た
と
き
は
、
そ
の
施
設

五
　
樹
木
等
管
理
協
定
が
緑
地
管
理
機
構
に
よ
り
締
結
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
旨

六
　
樹
木
等
管
理
協
定
の
縦
覧
場
所

（
樹
木
等
管
理
協
定
の
締
結
等
の
公
告
）

第
三
十
九
条
　
前
条
の
規
定
は
、
法
第
四
十
一
条
（
法
第
四
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定

に
よ
る
公
告
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
六
節
　
港
湾
隣
接
地
域
内
の
工
事
等
の
許
可
の
特
例

（
港
湾
隣
接
地
域
内
の
工
事
等
の
許
可
に
関
す
る
技
術
的
基
準
）

第
四
十
条
　
法
第
四
十
九
条
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
技
術
的
基
準
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
七
条
第
四
項
第
三
号
の
規
定
に
基
づ
き
港
湾
管
理
者
が
同
意
し
た
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
に
基
づ
き

行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二
　
適
切
な
工
事
の
実
施
の
計
画
に
基
づ
き
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

第
三
章
　
低
炭
素
建
築
物
の
普
及
の
促
進
の
た
め
の
措
置

（
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
四
十
一
条
　
法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
認
定
の
申
請
を
し
よ
う
と
す

る
者
は
、
別
記
様
式
第
五
に
よ
る
申
請
書
の
正
本
及
び
副
本
に
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
表
の
（
い
）
項
及
び
（
ろ
）
項

に
掲
げ
る
図
書
そ
の
他
所
管
行
政
庁
が
必
要
と
認
め
る
図
書
（
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
等
に
関

す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
十
二
条
第
一
項
の
建
築
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
適
合
性
判

定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
の
正
本
に
添
え
る
図
書
に
あ
っ
て
は
、
当
該
図
書
の
設
計
者
の
氏
名
の
記
載

が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
を
添
え
て
、
こ
れ
ら
を
所
管
行
政
庁
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該

低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
に
住
戸
が
含
ま
れ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
住
戸
に
つ
い
て
は
、
同
表
の
（
ろ
）

項
に
掲
げ
る
図
書
に
代
え
て
同
表
の
（
は
）
項
に
掲
げ
る
図
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

図
書
の
種
類

明
示
す
べ
き
事
項

（
い
）
設
計
内
容
説
明
書

建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
効
率
性
そ
の
他
の
性
能
が
法
第
五
十

四
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
の

説
明

付
近
見
取
図

方
位
、
道
路
及
び
目
標
と
な
る
地
物

配
置
図

縮
尺
及
び
方
位

敷
地
境
界
線
、
敷
地
内
に
お
け
る
建
築
物
の
位
置
及
び
申
請
に
係
る
建

築
物
と
他
の
建
築
物
と
の
別

空
気
調
和
設
備
等
及
び
空
気
調
和
設
備
等
以
外
の
低
炭
素
化
に
資
す
る

建
築
設
備
（
以
下
こ
の
表
に
お
い
て
「
低
炭
素
化
設
備
」
と
い
う
。
）

の
位
置

建
築
物
の
緑
化
そ
の
他
の
建
築
物
の
低
炭
素
化
の
た
め
の
措
置
（
以
下

こ
の
表
に
お
い
て
「
低
炭
素
化
措
置
」
と
い
う
。
）

仕
様
書
（
仕
上
げ
表
を
含
む
。
）

部
材
の
種
別
及
び
寸
法

低
炭
素
化
設
備
の
種
別

低
炭
素
化
措
置
の
内
容

各
階
平
面
図

縮
尺
及
び
方
位

間
取
り
、
各
室
の
名
称
、
用
途
及
び
寸
法
並
び
に
天
井
の
高
さ

壁
の
位
置
及
び
種
類

開
口
部
の
位
置
及
び
構
造

低
炭
素
化
設
備
の
位
置

低
炭
素
化
措
置

床
面
積
求
積
図

床
面
積
の
求
積
に
必
要
な
建
築
物
の
各
部
分
の
寸
法
及
び
算
式

用
途
別
床
面
積
表

用
途
別
の
床
面
積

立
面
図

縮
尺

外
壁
及
び
開
口
部
の
位
置

低
炭
素
化
設
備
の
位
置

低
炭
素
化
措
置

断
面
図
又
は
矩
計
図

縮
尺

建
築
物
の
高
さ

外
壁
及
び
屋
根
の
構
造

軒
の
高
さ
並
び
に
軒
及
び
ひ
さ
し
の
出

小
屋
裏
の
構
造

各
階
の
天
井
の
高
さ
及
び
構
造

床
の
高
さ
及
び
構
造
並
び
に
床
下
及
び
基
礎
の
構
造

各
部
詳
細
図

縮
尺

外
壁
、
開
口
部
、
床
、
屋
根
そ
の
他
断
熱
性
を
有
す
る
部
分
の
材
料
の

種
別
及
び
寸
法

各
種
計
算
書

建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
効
率
性
そ
の
他
の
性
能
に
係
る
計
算

そ
の
他
の
計
算
を
要
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
計
算
の
内
容

低
炭
素
化
措
置
が
法
第
五
十
四
条
第

一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
経
済
産
業

大
臣
、
国
土
交
通
大
臣
及
び
環
境
大

臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
こ
と

の
確
認
に
必
要
な
書
類

低
炭
素
化
措
置
の
法
第
五
十
四
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
経
済
産

業
大
臣
、
国
土
交
通
大
臣
及
び
環
境
大
臣
が
定
め
る
基
準
へ
の
適
合
性

審
査
に
必
要
な
事
項

（
ろ
）
機
器
表

空
気
調
和
設
備

熱
源
機
、
ポ
ン
プ
、
空
気
調
和
機
そ
の
他
の
機
器
の
種
別
、
仕
様
及

び
数

空
気
調
和
設
備
以
外
の
機

械
換
気
設
備

給
気
機
、
排
気
機
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
設
備
の
種
別
、
仕
様
及

び
数

照
明
設
備

照
明
設
備
の
種
別
、
仕
様
及
び
数

給
湯
設
備

給
湯
器
の
種
別
、
仕
様
及
び
数

太
陽
熱
を
給
湯
に
利
用
す
る
た
め
の
設
備
の
種
別
、
仕
様
及
び
数

節
湯
器
具
の
種
別
及
び
数
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空
気
調
和
設
備
等
以
外
の

低
炭
素
化
に
資
す
る
建
築

設
備

空
気
調
和
設
備
等
以
外
の
低
炭
素
化
に
資
す
る
建
築
設
備
の
種
別
、
仕

様
及
び
数

仕
様
書

昇
降
機

昇
降
機
の
種
別
、
数
、
積
載
量
、
定
格
速
度
及
び
速
度
制
御
方
法

系
統
図

空
気
調
和
設
備

空
気
調
和
設
備
の
位
置
及
び
連
結
先

空
気
調
和
設
備
以
外
の
機

械
換
気
設
備

空
気
調
和
設
備
以
外
の
機
械
換
気
設
備
の
位
置
及
び
連
結
先

給
湯
設
備

給
湯
設
備
の
位
置
及
び
連
結
先

空
気
調
和
設
備
等
以
外
の

低
炭
素
化
に
資
す
る
建
築

設
備

空
気
調
和
設
備
等
以
外
の
低
炭
素
化
に
資
す
る
建
築
設
備
の
位
置
及
び

連
結
先

各
階
平
面

図

空
気
調
和
設
備

縮
尺

空
気
調
和
設
備
の
有
効
範
囲

熱
源
機
、
ポ
ン
プ
、
空
気
調
和
機
そ
の
他
の
機
器
の
位
置

空
気
調
和
設
備
以
外
の
機

械
換
気
設
備

縮
尺

給
気
機
、
排
気
機
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
設
備
の
位
置

照
明
設
備

縮
尺

照
明
設
備
の
位
置

給
湯
設
備

縮
尺

給
湯
設
備
の
位
置

配
管
に
講
じ
た
保
温
の
た
め
の
措
置

節
湯
器
具
の
位
置

昇
降
機

縮
尺

位
置

空
気
調
和
設
備
等
以
外
の

低
炭
素
化
に
資
す
る
建
築

設
備

縮
尺

位
置

制
御
図

空
気
調
和
設
備

空
気
調
和
設
備
の
制
御
方
法

空
気
調
和
設
備
以
外
の
機

械
換
気
設
備

空
気
調
和
設
備
以
外
の
機
械
換
気
設
備
の
制
御
方
法

照
明
設
備

照
明
設
備
の
制
御
方
法

給
湯
設
備

給
湯
設
備
の
制
御
方
法

空
気
調
和
設
備
等
以
外
の

低
炭
素
化
に
資
す
る
建
築

設
備

空
気
調
和
設
備
等
以
外
の
低
炭
素
化
に
資
す
る
建
築
設
備
の
制
御
方
法

（
は
）
機
器
表

空
気
調
和
設
備

空
気
調
和
設
備
の
種
別
、
位
置
、
仕
様
、
数
及
び
制
御
方
法

空
気
調
和
設
備
以
外
の
機

械
換
気
設
備

空
気
調
和
設
備
以
外
の
機
械
換
気
設
備
の
種
別
、
位
置
、
仕
様
、
数
及

び
制
御
方
法

照
明
設
備

照
明
設
備
の
種
別
、
位
置
、
仕
様
、
数
及
び
制
御
方
法

給
湯
設
備

給
湯
器
の
種
別
、
位
置
、
仕
様
、
数
及
び
制
御
方
法

太
陽
熱
を
給
湯
に
利
用
す
る
た
め
の
設
備
の
種
別
、
位
置
、
仕
様
、
数

及
び
制
御
方
法

節
湯
器
具
の
種
別
、
位
置
及
び
数

空
気
調
和
設
備
等
以
外
の

低
炭
素
化
に
資
す
る
建
築

設
備

空
気
調
和
設
備
等
以
外
の
低
炭
素
化
に
資
す
る
建
築
設
備
の
種
別
、
位

置
、
仕
様
、
数
及
び
制
御
方
法

２
　
前
項
の
表
の
各
項
に
掲
げ
る
図
書
に
明
示
す
べ
き
事
項
を
同
項
に
規
定
す
る
図
書
の
う
ち
他
の
図
書
に
明
示
す

る
場
合
に
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
事
項
を
当
該
各
項
に
掲
げ
る
図
書
に
明
示
す
る
こ
と
を
要
し

な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
各
項
に
掲
げ
る
図
書
に
明
示
す
べ
き
全
て
の
事
項
を
当
該
他
の
図
書
に
明
示

し
た
と
き
は
、
当
該
各
項
に
掲
げ
る
図
書
を
同
項
の
申
請
書
に
添
え
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

３
　
第
一
項
に
規
定
す
る
所
管
行
政
庁
が
必
要
と
認
め
る
図
書
を
添
付
す
る
場
合
に
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
同
項
の
表
に
掲
げ
る
図
書
の
う
ち
所
管
行
政
庁
が
不
要
と
認
め
る
も
の
を
同
項
の
申
請
書
に
添
え
る
こ
と
を

要
し
な
い
。

（
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
記
載
事
項
）

第
四
十
二
条
　
法
第
五
十
三
条
第
二
項
第
四
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
低
炭
素
化
の
た
め
の
建
築
物

の
新
築
等
に
関
す
る
工
事
の
着
手
予
定
時
期
及
び
完
了
予
定
時
期
と
す
る
。

（
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
認
定
の
通
知
）

第
四
十
三
条
　
所
管
行
政
庁
は
、
法
第
五
十
四
条
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
そ
の
旨
（
同
条
第

五
項
の
場
合
に
お
い
て
は
、
同
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
建
築
基
準
法
第
十
八
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
確

認
済
証
の
交
付
を
受
け
た
旨
を
含
む
。
）
を
申
請
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
通
知
は
、
別
記
様
式
第
六
に
よ
る
通
知
書
に
第
四
十
一
条
第
一
項
の
申
請
書
の
副
本
（
法
第
五
十
四
条

第
五
項
の
場
合
に
お
い
て
は
、
第
四
十
一
条
第
一
項
の
申
請
書
の
副
本
及
び
前
項
の
確
認
済
証
に
添
え
ら
れ
た
建

築
基
準
法
施
行
規
則
第
一
条
の
三
の
申
請
書
の
副
本
）
及
び
そ
の
添
付
図
書
を
添
え
て
行
う
も
の
と
す
る
。

（
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
軽
微
な
変
更
）

第
四
十
四
条
　
法
第
五
十
五
条
第
一
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
低
炭
素
化
の
た
め
の
建
築
物
の
新
築
等
に
関
す
る
工
事
の
着
手
予
定
時
期
又
は
完
了
予
定
時
期
の
六
月
以
内

の
変
更

二
　
前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
効
率
性
そ
の
他
の
性
能
を
向
上
さ
せ
る
変

更
そ
の
他
の
変
更
後
も
認
定
に
係
る
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
が
法
第
五
十
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
基

準
に
適
合
す
る
こ
と
が
明
ら
か
な
変
更
（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
建
築
基
準
関
係
規
定
に
適
合
す
る
か
ど

う
か
の
審
査
を
受
け
る
よ
う
申
し
出
た
場
合
に
は
、
建
築
基
準
法
第
六
条
第
一
項
（
同
法
第
八
十
七
条
第
一
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
軽
微
な
変
更
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）

（
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
変
更
の
認
定
の
申
請
）

第
四
十
五
条
　
法
第
五
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
認
定
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第

七
に
よ
る
申
請
書
の
正
本
及
び
副
本
に
、
そ
れ
ぞ
れ
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
図
書
の
う
ち
変
更
に
係
る

も
の
を
添
え
て
、
こ
れ
ら
を
所
管
行
政
庁
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
表
中

「
法
第
五
十
四
条
第
一
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
、
「
法
第
五
十
五
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
五
十
四
条

第
一
項
第
一
号
」
と
す
る
。

（
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
変
更
の
認
定
の
通
知
）

第
四
十
六
条
　
第
四
十
三
条
の
規
定
は
、
法
第
五
十
五
条
第
一
項
の
変
更
の
認
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
第
四
十
三
条
第
一
項
中
「
同
条
第
五
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
五
十
五
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す

る
法
第
五
十
四
条
第
五
項
」
と
、
「
同
条
第
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
五
十
五
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る

法
第
五
十
四
条
第
四
項
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
別
記
様
式
第
六
」
と
あ
る
の
は
「
別
記
様
式
第
八
」
と
、
「
法

第
五
十
四
条
第
五
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
五
十
五
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
五
十
四
条
第
五
項
」
と

読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
軽
微
な
変
更
に
関
す
る
証
明
書
の
交
付
）

第
四
十
六
条
の
二
　
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
等
に
関
す
る
法
律
第
十
二
条
第
一
項
の
建
築
物
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
性
能
適
合
性
判
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
建
築
物
の
建
築
に
係
る
建
築
基
準
法
第
七
条
第
五

項
、
同
法
第
七
条
の
二
第
五
項
又
は
同
法
第
十
八
条
第
十
八
項
の
規
定
に
よ
る
検
査
済
証
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
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す
る
者
は
、
そ
の
計
画
の
変
更
が
第
四
十
四
条
の
軽
微
な
変
更
に
該
当
し
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
の
交
付
を

所
管
行
政
庁
に
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
磁
気
デ
ィ
ス
ク
に
よ
る
手
続
）

第
四
十
六
条
の
三
　
別
記
様
式
第
五
又
は
別
記
様
式
第
七
に
よ
る
申
請
書
並
び
に
そ
の
添
付
図
書
の
う
ち
所
管
行
政

庁
が
認
め
る
図
書
及
び
書
類
に
つ
い
て
は
、
当
該
図
書
及
び
書
類
に
代
え
て
、
所
管
行
政
庁
が
定
め
る
方
法
に
よ

り
当
該
図
書
及
び
書
類
に
明
示
す
べ
き
事
項
を
記
録
し
た
磁
気
デ
ィ
ス
ク
で
あ
っ
て
、
所
管
行
政
庁
が
定
め
る
も

の
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
四
章
　
雑
則

（
権
限
の
委
任
）

第
四
十
七
条
　
法
第
三
章
第
三
節
第
一
款
か
ら
第
四
款
ま
で
及
び
第
三
十
三
条
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
の
権
限

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
除
き
、
地
方
運
輸
局
長
（
同
条
に
規
定
す
る
権
限
に
つ
い
て
は
、
運
輸
監
理
部
長
を
含

む
。
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
委
任
す
る
。

一
　
法
第
二
十
三
条
第
三
項
（
同
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
認
定
及
び
同

条
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
取
消
し
に
係
る
も
の
（
鉄
道
事
業
法
（
昭
和
六
十
一
年
法
律
第
九
十
二
号
）

第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
、
同
法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
可
（
鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
第

七
十
一
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
若
し
く
は
同
法
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
可

又
は
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
（
同
令
第
七
十
一
条
第
一
項
第
七
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
に
係

る
鉄
道
利
便
増
進
実
施
計
画
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

二
　
法
第
二
十
六
条
第
三
項
（
同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
認
定
及
び
同

条
第
九
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
取
消
し
に
係
る
も
の
（
軌
道
法
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
特
許
又
は
同
法
第
十

一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
可
に
係
る
軌
道
利
便
増
進
実
施
計
画
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

２
　
法
第
三
十
一
条
及
び
第
三
十
七
条
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
は
、
地
方
運
輸
局
長
（
同
条
に
規
定
す

る
権
限
に
つ
い
て
は
、
運
輸
監
理
部
長
を
含
む
。
）
も
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

（
書
類
の
提
出
）

第
四
十
八
条
　
こ
の
省
令
の
規
定
に
よ
り
地
方
運
輸
局
長
に
提
出
す
べ
き
申
請
書
又
は
届
出
書
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該

事
案
の
関
す
る
土
地
を
管
轄
す
る
地
方
運
輸
局
長
（
当
該
事
案
が
二
以
上
の
地
方
運
輸
局
長
の
管
轄
区
域
（
当
該

事
案
が
貨
物
運
送
共
同
化
事
業
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合
の
近
畿
運
輸
局
長
の
管
轄
区
域
に
あ
っ
て
は
、
神
戸
運

輸
監
理
部
長
の
管
轄
区
域
を
除
く
。
）
に
わ
た
る
と
き
は
、
当
該
事
案
の
主
と
し
て
関
す
る
土
地
を
管
轄
す
る
地

方
運
輸
局
長
。
以
下
「
所
轄
地
方
運
輸
局
長
」
と
い
う
。
）
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
こ
の
省
令
の
規
定
に
よ
り
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
す
べ
き
申
請
書
は
、
所
轄
地
方
運
輸
局
長
を
経
由
し
て
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
こ
の
省
令
の
規
定
に
よ
り
地
方
運
輸
局
長
に
提
出
す
べ
き
申
請
書
で
あ
っ
て
道
路
運
送
利
便
増
進
事
業
に
係
る

も
の
は
、
当
該
事
案
の
関
す
る
土
地
を
管
轄
す
る
運
輸
監
理
部
長
又
は
運
輸
支
局
長
（
当
該
事
案
が
運
輸
監
理
部

長
と
運
輸
支
局
長
又
は
二
以
上
の
運
輸
支
局
長
の
管
轄
区
域
に
わ
た
る
と
き
は
、
当
該
事
案
の
主
と
し
て
関
す
る

土
地
を
管
轄
す
る
運
輸
監
理
部
長
又
は
運
輸
支
局
長
）
を
経
由
し
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
こ
の
省
令
の
規
定
に
よ
り
地
方
運
輸
局
長
に
提
出
す
べ
き
申
請
書
で
あ
っ
て
貨
物
運
送
共
同
化
事
業
に
係
る
も

の
は
、
当
該
事
案
の
関
す
る
土
地
を
管
轄
す
る
運
輸
支
局
長
（
当
該
事
案
が
二
以
上
の
運
輸
支
局
長
の
管
轄
区
域

に
わ
た
る
と
き
は
、
当
該
事
案
の
主
と
し
て
関
す
る
土
地
を
管
轄
す
る
運
輸
支
局
長
）
を
経
由
し
て
提
出
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
四
年
十
二
月
四
日
）

か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
五
年
九
月
三
〇
日
国
土
交
通
省
令
第
八
五
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
認
定
に
係
る
申
請
書
の
様
式
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
都
市

の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
別
記
様
式
第
五
に
か
か
わ
ら
ず
、
平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日

ま
で
の
間
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
八
年
一
一
月
三
〇
日
国
土
交
通
省
令
第
八
〇
号
）
　
抄

こ
の
省
令
は
、
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
に
関
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
九

年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
六
月
二
八
日
国
土
交
通
省
令
第
二
〇
号
）

こ
の
省
令
は
、
不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
七
月
一
日
）
か
ら
施

行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
一
二
月
二
三
日
国
土
交
通
省
令
第
九
八
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取

り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
三
年
八
月
三
一
日
国
土
交
通
省
令
第
五
三
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
九
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
四
年
九
月
一
六
日
国
土
交
通
省
令
第
六
八
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
令
和
四
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
十
条
第

一
項
及
び
第
五
十
四
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
て
い
る
集
約
都
市
開
発
事
業
計
画
及
び
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計

画
の
法
第
十
一
条
第
一
項
及
び
第
五
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
認
定
の
申
請
に
係
る
申
請
書
の
様
式

に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
以
下
「
新
規

則
」
と
い
う
。
）
別
記
様
式
第
三
及
び
別
記
様
式
第
七
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
さ
れ
て
い
る
法
第
九
条
第
一
項
及
び
第
五
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の

申
請
（
法
第
十
一
条
第
一
項
及
び
第
五
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
認
定
の
申
請
を
含
む
。
次
項
に
お

い
て
同
じ
。
）
に
係
る
申
請
書
の
様
式
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
別
記
様
式
第
一
、
別
記
様
式
第
三
、
別
記
様
式
第

五
及
び
別
記
様
式
第
七
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

４
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
以
後
に
前
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
法
第
九
条
第
一
項

及
び
第
五
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
申
請
に
基
づ
き
法
第
十
条
第
一
項
及
び
第
五
十
四
条
第
一
項
の

認
定
を
受
け
る
集
約
都
市
開
発
事
業
計
画
及
び
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
法
第
十
一
条
第
一
項
及
び
第
五
十

五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
認
定
の
申
請
に
係
る
申
請
書
の
様
式
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
別
記
様
式
第
三

及
び
別
記
様
式
第
七
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
令
和
四
年
一
一
月
七
日
国
土
交
通
省
令
第
七
九
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
さ
れ
て
い
る
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
五
十
三
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
認
定
の
申
請
に
係
る
申
請
書
の
様
式
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
都
市
の
低
炭
素
化
の

促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
別
記
様
式
第
五
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
令
和
五
年
九
月
二
二
日
国
土
交
通
省
令
第
七
三
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日

（
令
和
五
年
十
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。
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附
　
則
　
（
令
和
五
年
九
月
二
五
日
国
土
交
通
省
令
第
七
五
号
）

こ
の
省
令
は
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
資
す
る
た
め
の
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
に
関
す
る
法

律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令
和
六
年
四
月
一
日
）
か
ら

施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
六
年
三
月
八
日
国
土
交
通
省
令
第
一
八
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の

整
備
に
関
す
る
法
律
附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令
和
六
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す

る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
第
一
条
、
第
二
条
又
は
第
五
条
か
ら
第
八
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
改
正

前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

別
表
第
一
（
第
十
八
条
及
び
第
十
九
条
関
係
）

規
定

事
項

書
類

法
第

二
十

四
条

鉄
道
事
業
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可

に
係
る
部
分

鉄
道
事
業
法
第
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ

る
事
項

鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
第
二

条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書

類
及
び
図
面

鉄
道
事
業
法
第
七
条
第
一
項
の
認
可

に
係
る
部
分

鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
第
七
条
第
一
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項

鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
第
七

条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

及
び
図
面

鉄
道
事
業
法
第
七
条
第
三
項
の
届
出

に
係
る
部
分

鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
第
八
条
第
二
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項

鉄
道
事
業
法
第
十
六
条
第
一
項
の
認

可
に
係
る
部
分

鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
第
三
十
二
条
第
二

項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
第
三

十
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る

書
類

鉄
道
事
業
法
第
十
六
条
第
三
項
の
届

出
に
係
る
部
分

鉄
道
事
業
法
施
行
規
則
第
三
十
三
条
第
一

項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

別
表
第
二
（
第
二
十
一
条
及
び
第
二
十
二
条
関
係
）

規
定

事
項

書
類

法第二十七条

軌
道
法
第
三
条
の
特
許
に
係
る
部
分

軌
道
法
施
行
規
則
（
大
正
十
二
年

内
務
省
・
鉄
道
省
令
）
第
一
条
第

一
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
及
び
図

面
並
び
に
同
条
第
二
項
に
規
定
す

る
事
由
書

軌
道
法
第
十
一
条
第
一
項
（
旅
客
運
賃
の
設
定

に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
の
認
可
に
係
る
部
分

軌
道
法
施
行
規
則
第
十
九
条

第
一
項
に
規
定
す
る
事
項

軌
道
法
施
行
規
則
第
十
九
条
第
二

項
に
規
定
す
る
書
類

軌
道
法
第
十
一
条
第
一
項
（
荷
物
運
賃
の
設
定

に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
の
認
可
に
係
る
部
分

軌
道
法
施
行
規
則
第
二
十
条

第
一
項
に
規
定
す
る
事
項

軌
道
法
施
行
規
則
第
二
十
条
第
二

項
に
規
定
す
る
書
類

軌
道
法
第
十
一
条
第
一
項
（
運
輸
に
関
す
る
料

金
の
設
定
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
の
認
可
に

係
る
部
分

軌
道
法
施
行
規
則
第
二
十
一

条
第
一
項
に
規
定
す
る
事
項

軌
道
法
第
十
一
条
第
二
項
の
届
出
に
係
る
部
分
軌
道
法
施
行
規
則
第
二
十
一

条
第
三
項
に
規
定
す
る
事
項

別
表
第
三
（
第
三
十
条
及
び
第
三
十
一
条
関
係
）

規
定

事
項

書
類

法第三十条

道
路
運
送
法
第
四
条
第
一
項
の

許
可
に
係
る
部
分

道
路
運
送
法
第
五
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ

る
事
項

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
六
条
第
一
項

各
号
に
掲
げ
る
書
類

道
路
運
送
法
第
十
五
条
第
一
項

の
認
可
に
係
る
部
分

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
十
四
条
第
一
項

各
号
に
掲
げ
る
事
項

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
十
四
条
第
二

項
に
規
定
す
る
書
類

道
路
運
送
法
第
十
五
条
第
三
項

の
届
出
に
係
る
部
分

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
十
五
条
第
二
項

に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十
四
条
第
一

項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
十
五
条
第
二

項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十
四
条

第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

道
路
運
送
法
第
十
五
条
第
四
項

の
届
出
に
係
る
部
分

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
十
五
条
の
二
第

二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十
四
条

第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
十
五
条
の
二

第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十

四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

道
路
運
送
法
第
四
十
三
条
第
一

項
の
許
可
に
係
る
部
分

道
路
運
送
法
第
四
十
三
条
第
二
項
各
号
に

掲
げ
る
事
項

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
二
十
八
条
各

号
に
掲
げ
る
書
類

道
路
運
送
法
第
四
十
三
条
第
五

項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第

十
五
条
第
一
項
の
認
可
に
係
る

部
分

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
二
十
七
条
第
四

項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十
四
条
第

一
項
第
一
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
二
十
七
条
第

四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十
四

条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

道
路
運
送
法
第
四
十
三
条
第
五

項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第

十
五
条
第
三
項
の
届
出
に
係
る

部
分

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
二
十
七
条
第
四

項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十
四
条
第

一
項
第
一
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
二
十
七
条
第

四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十
四

条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

道
路
運
送
法
第
四
十
三
条
第
五

項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第

十
五
条
第
四
項
の
届
出
に
係
る

部
分

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
二
十
七
条
第
四

項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十
四
条
第

一
項
第
一
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項

道
路
運
送
法
施
行
規
則
第
二
十
七
条
第

四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
十
四

条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

別
表
第
四
（
第
三
十
五
条
及
び
第
三
十
六
条
関
係
）

規
定

事
項

書
類

法

第

三

十

四

条

第

一

項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
（
平
成
元

年
法
律
第
八
十
二
号
）
第
三
条
第

一
項
の
登
録
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
四
条
第
一

項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
（
平

成
二
年
運
輸
省
令
第
二
十
号
）
第
四
条

第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
七
条
第

一
項
の
変
更
登
録
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

九
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
九

条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
七
条
第

三
項
の
届
出
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

十
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
十

条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

法

第

三

十

四

条

第

二

項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
十
一
条

の
届
出
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

十
四
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
十

四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
書
類
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法

第

三

十

五

条

第

一

項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
二
十
条

の
許
可
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
二
十
一
条

第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
十

九
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
二
十
五

条
第
一
項
の
認
可
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

二
十
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
二

十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
二
十
五

条
第
三
項
の
届
出
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

二
十
一
条
第
二
項
各
号
又
は
第
二
十

二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
二

十
一
条
第
三
項
又
は
第
二
十
二
条
第
三

項
に
規
定
す
る
書
類

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
四
十
五

条
第
一
項
の
許
可
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

三
十
九
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る

事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
三

十
九
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
四
十
六

条
第
二
項
の
認
可
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

四
十
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
四

十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
四
十
六

条
第
四
項
の
届
出
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

四
十
一
条
第
二
項
各
号
又
は
第
四
十

二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
四

十
一
条
第
三
項
又
は
第
四
十
二
条
第
三

項
に
規
定
す
る
書
類

法

第

三

十

五

条

第

二

項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
第
三
十
四

条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同

法
第
十
一
条
の
届
出
に
係
る
部
分

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

十
四
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第
十

四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
書
類

法

第

三

十

六
条

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
（
平
成

元
年
法
律
第
八
十
三
号
）
第
三
条

の
許
可
に
係
る
部
分

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
第
四
条
第

一
項
各
号
及
び
第
二
項
第
二
号
に
掲

げ
る
事
項

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
施
行
規
則

（
平
成
二
年
運
輸
省
令
第
二
十
一
号
）

第
三
条
各
号
（
第
四
号
を
除
く
。
）
に

掲
げ
る
書
類

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
第
九
条

第
一
項
の
認
可
に
係
る
部
分

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
施
行
規
則

第
五
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
第
九
条

第
三
項
の
届
出
に
係
る
部
分

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
施
行
規
則

第
六
条
第
二
項
各
号
又
は
第
七
条
第

二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
施
行
規
則
第

六
条
第
三
項
又
は
第
七
条
第
三
項
に
規

定
す
る
書
類

様
式
第
一
（
第
三
条
関
係
）

様式第一(第三条関係) 

集約都市開発事業計画認定申請書 

年  月  日   

市町村長 殿 

  申請者の住所又は

主たる事務所の所在地 

  

申請者の氏名又は名称            

代表者の氏名                

 都市の低炭素化の促進に関する法律第9条第1項の規定により、集約都市開発事業計画につ

いて認定を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

(注意) 

 1．不要の部分は消してください。 

 2．申請者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

集約都市開発事業計画 

1．集約都市開発事業の名称 

2．集約都市開発事業の目的 

3．集約都市開発事業を施行する区域 

 (1) 位置 

 (2) 面積     m2 

4．申請の対象とする範囲 

 □特定建築物全体 

 □複合建築物の非住宅部分 

 □複合建築物の住宅部分 

5．集約都市開発事業の内容 

 (1) 特定建築物に関する事項 

  ①特定建築物の建築面積等 

特 定

建築物

番 号 

階数 建築面積 延べ面積 敷地面積 

延べ面積の

敷地面積に

対する割合 

建築面積の

敷地面積に

対する割合 

    m2 m2 m2     

    m2 m2 m2     

合計   m2 m2 m2     

 (注意) 

  1．「特定建築物番号」の欄には、添付する配置図において特定建築物ごとに付した番

号を記入してください。 
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  2．「階数」の欄には地階を除く階数を記入してください。 

  ②特定建築物の整備に関する事項の詳細 

     別添のとおり 

 (2) 特定公共施設の種類及び規模 

［特定公共施設番号］ 

［特定公共施設の種類］ 

［特定公共施設の規模］ 

 (注意) 

  1．［特定公共施設番号］の欄には、添付する配置図において特定公共施設ごとに付し

た番号を記入してください。 

  2．整備する全ての特定公共施設について特定公共施設ごとに作成してください。 

  3．［特定公共施設の規模］の欄には、特定公共施設の規模を特定公共施設の種類に応

じて適宜記入してください。 

6．集約都市開発事業の施行予定期間 

［事業の着手の予定年月日］                   年  月  日 

［事業の完了の予定年月日］                   年  月  日 

7．集約都市開発事業の資金計画 

  内訳 金額(百万円) 

支 出 用 地 費 

除 却 費 

整 地 費 

建 築 費 

事 務 費 

借入金利息 

○ ○ ○ 

  

計   

収 入 自 己 資 金 

借 入 金 

  

(借入先) (                         ) 

○ ○ ○   

計   

 

8．集約都市開発事業の施行による都市の低炭素化の効果 

  

 (注意) 

  以下の点に留意して記載してください。 

   ①当該集約都市開発事業が、都市機能の集約を図るための拠点の形成に貢献し、こ

れを通じて、二酸化炭素の排出を抑制するものであることがわかること。 

   ②当該集約都市開発事業により整備される特定建築物の敷地又は特定公共施設にお

いて講じられる緑化その他の都市の低炭素化のための措置の内容がわかること。 

  なお、上記内容がわかる図書又は書類の添付をもって記載に代えることができます。 
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様
式
第
二
（
第
五
条
関
係
）

様式第二(第五条関係) 

 

集約都市開発事業計画認定通知書 

認 定 番 号  第       号    

認 定 年 月 日    年  月  日    

(※)確 認 番 号  第       号    

確 認 年 月 日    年  月  日    

 建築主事又は

建築副主事の職氏名 

           殿 

市町村長          印     

 都市の低炭素化の促進に関する法律第9条第1項の規定により申請のあった集約都市開発

事業計画について、同法第10条第1項の規定に基づき認定しましたので通知します。 

1．申請年月日 

2．申請者の住所 

3．認定に係る集約都市開発事業の名称 

 (※)は法第10条第5項において準用する建築基準法(昭和25年法律第201号)第18条第3項の

規定により市町村長が確認済証の交付を受けた場合に記入されます。 

様
式
第
三
（
第
七
条
関
係
）

様式第三(第七条関係) 

 

集約都市開発事業計画変更認定申請書 

年  月  日 

市町村長 殿 

  申請者の住所又は

主たる事務所の所在地 

  

申請者の氏名又は名称            

代表者の氏名                

 都市の低炭素化の促進に関する法律第11条第1項の規定により、集約都市開発事業計画の

変更の認定を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

1．集約都市開発事業計画の認定番号 

       第        号 

2．集約都市開発事業計画の認定年月日 

        年   月   日 

3．認定に係る集約都市開発事業の名称 

4．申請の対象とする範囲 

 □特定建築物全体 

 □複合建築物の非住宅部分 

 □複合建築物の住宅部分 

5．変更の概要 

(注意) 

  申請者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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様
式
第
四
（
第
八
条
関
係
）

様式第四(第八条関係) 

 

集約都市開発事業計画変更認定通知書 

認 定 番 号  第        号    

認 定 年 月 日     年  月  日    

(※)確 認 番 号  第        号    

確 認 年 月 日     年  月  日    

 建築主事又は

建築副主事の職氏名 

           殿 

市町村長          印     

 都市の低炭素化の促進に関する法律第11条第1項の規定により申請のあった集約都市開発

事業計画の変更について、同条第2項において準用する同法第10条第1項の規定に基づき認定

しましたので通知します。 

1．申請年月日 

2．申請者の住所 

3．当該変更認定を受ける前の集約都市開発事業計画の認定番号 

4．認定に係る集約都市開発事業の名称 

 (※)は法第11条第2項において準用する法第10条第5項において準用する建築基準法(昭和

25年法律第201号)第18条第3項の規定により市町村長が確認済証の交付を受けた場合に記入

されます。 

様
式
第
五
（
第
四
十
一
条
関
係
）
（
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）

様式第五(第四十一条関係)(日本産業規格A列4番) 

(第一面) 

低炭素建築物新築等計画認定申請書 

年  月  日  

   所管行政庁   殿 

  申請者の住所又は

主たる事務所の所在地 

  

申請者の氏名又は名称               

代 表 者 の 氏 名               

 都市の低炭素化の促進に関する法律第53条第1項の規定により、低炭素建築物新築等計画

について認定を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありませ

ん。 

   【申請の対象とする範囲】 

    □建築物全体 

    □複合建築物の非住宅部分 

    □複合建築物の住宅部分 

   (本欄には記入しないでください。) 

  受 付 欄 認 定 番 号 欄 決 裁 欄 

年  月  日 年  月  日   

第       号 第       号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

  1．この様式において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、建築物エネ

ルギー消費性能基準等を定める省令(平成28年経済産業省令・国土交通省令第1号。こ

の様式において「基準省令」という。)及び建築物のエネルギー消費性能の向上の一層

の促進その他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準(平成24年経済産業

省・国土交通省・環境省告示第119号。この様式において「建築物の低炭素化誘導基準」

という。)において使用する用語の例によります。 

  2．この様式において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次のとおりとします。 

  ①一戸建ての住宅 一棟の建築物からなる一戸の住宅 

  ②共同住宅等 共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅 

  ③非住宅建築物 基準省令第1条第1項第1号に規定する非住宅建築物 

  ④複合建築物 基準省令第1条第1項第1号に規定する複合建築物 

  ⑤施行日以後認定申請建築物 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部

を改正する省令(令和4年経済産業省令・国土交通省令第1号。この様式において「令

和4年改正基準省令」という。)附則第2項に規定する施行日以後認定申請建築物 

  3．申請者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

  4．【申請の対象とする範囲】の欄は、一戸建ての住宅、非住宅建築物又は共同住宅等
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若しくは複合建築物の全体に係る申請の場合には「建築物全体」に、複合建築物の非

住宅部分のみに係る申請の場合には「複合建築物の非住宅部分」に、複合建築物の住

宅部分のみに係る申請の場合には「複合建築物の住宅部分」に、「レ」マークを入れ

てください。 

 

(第二面) 

［建築主等に関する事項］ 

【1．建築主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 

【2．代理者】 

 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第        号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(     )知事登録第      号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

【3．設計者】 

 (代表となる設計者) 

 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第        号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(     )知事登録第      号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

 【ト．作成した設計図書】 

 (その他の設計者) 

 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第        号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(     )知事登録第      号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

 【ト．作成した設計図書】 

 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第        号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(     )知事登録第      号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

 【ト．作成した設計図書】 
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 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第        号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(     )知事登録第      号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

 【ト．作成した設計図書】 

【4．確認の申請】 

 □申請済(     ) 

 □未申請(     ) 

【5．備考】 

(注意) 

1．この面は、低炭素建築物新築等計画に係る建築物の新築等が、建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律第12条第1項の建築物のエネルギー消費性能適合性判定を受け

なければならない場合にのみ、記載してください。 

2．建築主が2者以上の場合は、【1．建築主】の欄は代表となる建築主について記入し、別

紙に他の建築主について記入して添えてください。 

3．【1．建築主】の欄は、建築主が法人の場合は、「イ」は法人の名称及び代表者の氏名の

フリガナを、「ロ」は法人の名称及び代表者の氏名を、「ニ」は法人の所在地を、建築主

がマンションの管理を行う建物の区分所有等に関する法律第3条又は第65条に規定する団

体の場合は、「イ」は団体の名称及び代表者の氏名のフリガナを、「ロ」は団体の名称及

び代表者の氏名を、「ニ」は団体の所在地を記入してください。 

4．【2．代理者】の欄は、建築主からの委任を受けて提出をする場合に記入してください。 

5．【2．代理者】及び【3．設計者】の欄は、代理者又は設計者が建築士事務所に属してい

るときは、その名称を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代理

者又は設計者の住所を書いてください。 

6．【3．設計者】の欄は、代表となる設計者及び申請に係る低炭素建築物新築等計画に係る

他のすべての設計者について記入してください。 

7．【4．確認の申請】の欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、申請済の

場合には、申請をした市町村名若しくは都道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務

所の所在地を記入してください。未申請の場合には、申請する予定の市町村名若しくは都

道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を記入し、申請をした後に、遅

滞なく、申請をした旨(申請先を変更した場合においては、申請をした市町村名若しくは都

道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を含む。)を届け出てください。

なお、所在地については、○○県○○市、郡○○町、村、程度で結構です。 

 

(第三面) 

低炭素建築物新築等計画 

1．新築等をしようとする建築物の位置、延べ面積、構造、設備及び用途並びに敷地面積に

関する事項 

 〔建築物に関する事項〕 

【1．地名地番】 

【2．市街化区域等】□市街化区域 

         □区域区分が定められていない都市計画区域のうち用途地域が定め

られている土地の区域 

【3．敷地面積】        m2 

【4．建築面積】        m2 

【5．延べ面積】        m2 

【6．建築物の階数】 (地上)     階 (地下)      階 

【7．建築物の用途】□一戸建ての住宅  □共同住宅等 

         □非住宅建築物 

         □複合建築物 

【8．建築物の住戸の数】 

                       戸 

【9．工事種別】□新築  □増築  □改築 

       □修繕又は模様替 

       □空気調和設備等の設置  □空気調和設備等の改修 

【10．構造】       造 一部        造 

【11．建築物の構造及び設備の概要】 

  別添設計内容説明書による 

【12．該当する地域区分】    地域 

【13．非住宅部分の床面積】   ( 床面積 ) (開放部分を除いた部分の床面積) 

 【イ．新築】            (    m2)       (      m2) 

 【ロ．増築】          全体(    m2)       (      m2) 

               増築部分(    m2)       (     m2) 

 【ハ．改築】          全体(    m2)       (      m2) 

               改築部分(    m2)       (     m2) 

【14．住宅部分の床面積】 

 
( 床面積 ) (開放部分を除いた

部分の床面積) 

(開放部分及び共用部分を

除いた部分の床面積) 

 【イ．新築】 (    m2) (    m2) (    m2) 

 【ロ．増築】 全体(    m2) (    m2) (    m2) 

 増築部分(    m2) (    m2) (    m2) 

 【ハ．改築】 全体(    m2) (    m2) (    m2) 

 改築部分(    m2) (    m2) (    m2) 

【15．建築物全体のエネルギーの使用の効率性】 

 【イ．非住宅建築物】 
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   (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項) 

   □基準省令第10条第1号イ(1)の基準 

    年間熱負荷係数       MJ／(m2・年) 

    (基準値       MJ／(m2・年)) 

    BPI(        ) 

   □基準省令第10条第1号イ(2)の基準 

    年間熱負荷係数       MJ／(m2・年) 

    (基準値       MJ／(m2・年)) 

    BPI(        ) 

   □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

    (                ) 

   □令和4年改正基準省令附則第3項の規定による適用除外 

   (一次エネルギー消費量に関する事項) 

   □基準省令第10条第1号ロ(1)の基準 

    誘導基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

    誘導設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

    誘導BEI(        ) 

    (誘導BEIの基準値        ) 

   □基準省令第10条第1号ロ(2)の基準 

    誘導BEI(        ) 

    (誘導BEIの基準値        ) 

   □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

    (                ) 

   □令和4年改正基準省令附則第3項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基

準 

    誘導基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

    誘導設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

    誘導BEI(        ) 

    (誘導BEIの基準値        ) 

 【ロ．一戸建ての住宅】 

   (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項) 

   □基準省令第10条第2号イ(1)の基準 

    外皮平均熱貫流率     W／(m2・K) 

    (基準値     W／(m2・K)) 

    冷房期の平均日射熱取得率 

    (基準値            ) 

   □基準省令第10条第2号イ(2)の基準 

   □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

    (                ) 

   □令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基

準 

   (一次エネルギー消費量に関する事項) 

   □基準省令第10条第2号ロ(1)の基準 

    誘導基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

    誘導設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

    誘導BEI(        ) 

   □基準省令第10条第2号ロ(2)の基準 

   □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

    (                ) 

   □令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基

準 

 【ハ．共同住宅等】 

   (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項) 

   □基準省令第10条第2号イ(1)の基準 

   □基準省令第10条第2号イ(2)の基準 

   □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

    (                ) 

   □令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基

準 

   (一次エネルギー消費量に関する事項) 

   □基準省令第10条第2号ロ(1)の基準 

    誘導基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

    誘導設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

    誘導BEI(        ) 

   □基準省令第10条第2号ロ(2)の基準 

   □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

    (                ) 

   □令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基

準 

 【ニ．複合建築物】 

   □基準省令第10条第3号イの基準 

    (非住宅部分) 

     (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項) 

     □基準省令第10条第1号イ(1)の基準 

      年間熱負荷係数      MJ／(m2・年) 

      (基準値      MJ／(m2・年)) 

      BPI(        ) 

     □基準省令第10条第1号イ(2)の基準 

      年間熱負荷係数      MJ／(m2・年) 

      (基準値      MJ／(m2・年)) 

      BPI(        ) 

     □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

      (                ) 

     □令和4年改正基準省令附則第3項の規定による適用除外 

     (一次エネルギー消費量に関する事項) 

     □基準省令第10条第1号ロ(1)の基準 

      誘導基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

      誘導設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

      誘導BEI(        ) 

      (誘導BEIの基準値        ) 

     □基準省令第10条第1号ロ(2)の基準 

      誘導BEI(        ) 

      (誘導BEIの基準値        ) 

     □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

      (                ) 

     □令和4年改正基準省令附則第3項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分

の基準 

      誘導基準一次エネルギー消費量    GJ／年 
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      誘導設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

      誘導BEI(        ) 

      (誘導BEIの基準値        ) 

    (住宅部分) 

     (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項) 

     □基準省令第10条第2号イ(1)の基準 

     □基準省令第10条第2号イ(2)の基準 

     □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

      (                ) 

     □令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分

の基準 

     (一次エネルギー消費量に関する事項) 

     □基準省令第10条第2号ロ(1)の基準 

      誘導基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

      誘導設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

      誘導BEI(        ) 

     □基準省令第10条第2号ロ(2)の基準 

     □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

      (                ) 

     □令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分

の基準 

   □基準省令第10条第3号ロの基準 

    (非住宅部分) 

     (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項) 

     □基準省令第10条第1号イ(1)の基準 

      年間熱負荷係数      MJ／(m2・年) 

      (基準値      MJ／(m2・年)) 

      BPI(        ) 

     □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

      (                ) 

     (一次エネルギー消費量に関する事項) 

     □基準省令第1条第1項第1号イの基準 

      基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

      設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

      BEI(        ) 

     □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

      (                ) 

    (住宅部分) 

     (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項) 

     □基準省令第10条第2号イ(1)の基準 

     □基準省令第10条第2号イ(2)の基準 

     □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

      (                ) 

     (一次エネルギー消費量に関する事項) 

     □基準省令第1条第1項第2号ロ(1)の基準 

      基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

      設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

      BEI(        ) 

     □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

      (                ) 

    (複合建築物) 

     (一次エネルギー消費量に関する事項) 

     誘導基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

     誘導設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

     誘導BEI(        ) 

      (誘導BEIの基準値        ) 

【16．再生可能エネルギー利用設備】 

 【イ．非住宅建築物】 

  再生可能エネルギー利用設備の種類(        ) 

 【ロ．一戸建ての住宅】 

  再生可能エネルギー利用設備の種類(        ) 

  低炭素化促進基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

  低炭素化促進設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

 【ハ．共同住宅等】 

  再生可能エネルギー利用設備の種類(        ) 

 【ニ．複合建築物】 

  再生可能エネルギー利用設備の種類(        ) 

【17．確認の特例】 

  法第54条第2項の規定による申出の有無  □有  □無 

【18．建築物の床面積のうち、通常の建築物の床面積を超える部分】 

【19．備考】 

 (注意) 

 1．【2．市街化区域等】の欄は、新築等をしようとする建築物の敷地が存する区域が該

当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 2．【7．建築物の用途】及び【9．工事種別】の欄は、該当するチェックボックスに「レ」

マークを入れてください。 

 3．【8．建築物の住戸の数】の欄は、【7．建築物の用途】で「共同住宅等」又は「複合

建築物」を選んだ場合のみ記載してください。 

 4．【12．該当する地域区分】の欄は、建築物の低炭素化誘導基準において定めるところ

により、該当する地域区分を記載してください。 

 5．【13．非住宅部分の床面積】の欄は、第三面の【9．工事種別】の欄の工事種別に応

じ、非住宅部分の床面積を記載して下さい。増築又は改築の場合は、延べ面積を併せて

記載して下さい。 

 6．【13．非住宅部分の床面積】及び【14．住宅部分の床面積】の欄において、「床面積」

は、それぞれ、非住宅部分の床面積及び住宅部分の床面積をいい、「開放部分を除いた

部分の床面積」は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令(平成28

年政令第8号)第4条第1項に規定する床面積をいいます。 

 7．【14．住宅部分の床面積】の欄において、「開放部分及び共用部分を除いた部分の床

面積」は、住宅部分の床面積のうち「開放部分を除いた部分の床面積」から共用部分の

床面積を除いた部分の面積をいいます。 

 8．【15．建築物全体のエネルギーの使用の効率性】の欄は、【7．建築物の用途】の欄
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において選択した用途に応じて、イからニまでのいずれかについて、以下の内容に従っ

て記載してください。なお、イからニまでの事項のうち、記載しないものについては削

除して構いません。 

  (1) (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項)及び(一次エネルギー消費量

に関する事項)のそれぞれについて、該当するチェックボックスに「レ」マークを入

れた上で記載してください。 

  (2) 「年間熱負荷係数」については、基準値(基準省令別表第1に掲げる数値をいう。)

と併せて記載してください。 

  (3) 「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の平均日射熱取得率」については、それぞれ

の基準値(基準省令第10条第2号イ(1)の表に掲げる数値をいう。)と併せて記載してく

ださい。 

  (4) 「基準省令第10条第2号イ(2)の基準」又は「基準省令第10条第2号ロ(2)の基準」

を用いる場合は、別紙に詳細を記載してください。また、「基準省令第10条第2号ロ

(2)の基準」を用いる場合は、共同住宅等又は複合建築物の住宅部分の共用部分(基準

省令第4条第3項第1号の共用部分をいう。)の一次エネルギー消費量に関する事項は、

「基準省令第10条第2号ロ(1)の基準」に記載してください。 

  (5) この欄において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次のとおりとします。 

   i)年間熱負荷係数 屋内周囲空間の年間熱負荷を屋内周囲空間の床面積の合計で除

して得た数値をいいます。 

   ii)BPI 年間熱負荷係数を基準値で除したものをいいます。「BPI」を記載する場合

は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。 

   iii)BEI 設計一次エネルギー消費量(その他一次エネルギー消費量を除く。)を基準

一次エネルギー消費量(その他一次エネルギー消費量を除く。)で除したものをいい

ます。「BEI」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてくだ

さい。 

   iv)誘導BEI 誘導設計一次エネルギー消費量(その他一次エネルギー消費量を除く。)

を基準一次エネルギー消費量(その他一次エネルギー消費量を除く。)で除したもの

をいいます。「誘導BEI」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値

としてください。 

   v)誘導BEIの基準値 誘導基準一次エネルギー消費量(その他一次エネルギー消費量

を除く。)を基準一次エネルギー消費量(その他一次エネルギー消費量を除く。)で

除したものをいいます。なお、非住宅部分を二以上の用途に供する場合にあっては、

用途ごとに算出した誘導基準一次エネルギー消費量(その他一次エネルギー消費量

を除く。)の合計を、用途ごとに算出した基準一次エネルギー消費量(その他一次エ

ネルギー消費量を除く。)の合計で除したものをいいます。「誘導BEIの基準値」を

記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値としてください。 

  (6) 施行日以後認定申請建築物の増築、改築又は修繕等をする場合については、以下

の内容に従って記載してください。 

   i)非住宅建築物及び複合建築物の非住宅部分について、建築物全体の一次エネルギー

消費量は「基準省令第10条第1号ロ(1)の基準」又は「基準省令第10条第1号ロ(2)

の基準」に、令和4年改正基準省令附則第3項の一次エネルギー消費量に関する国土

交通大臣が定める基準に関する事項は「令和4年改正基準省令附則第3項に規定する

増築、改築又は修繕等をする部分の基準」に記載してください。 

   ii)一戸建ての住宅、共同住宅等又は複合建築物の住宅部分について、住戸全体の外

壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項は「基準省令第10条第2号イ(1)

の基準」に、住戸全体の一次エネルギー消費量に関する事項は「基準省令第10条第

2号ロ(1)の基準」に記載するとともに、令和4年改正基準省令附則第4項の基準の適

用を受ける場合には、「令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は

修繕等をする部分の基準」に「レ」マークを入れ、別紙に詳細を記載してください。 

 9．【16．再生可能エネルギー利用設備】の欄の「低炭素化促進基準一次エネルギー消費

量」及び「低炭素化促進設計一次エネルギー消費量」は、建築物の低炭素化誘導基準に

おいて定めるところに従って算出した数値を記載してください。 

 10．【17．確認の特例】の欄は、認定の申請に併せて建築基準法(昭和25年法律第201号)

第6条第1項の規定による確認の申請書を提出して同項に規定する建築基準関係規定に

適合するかどうかの審査を受けるよう申し出る場合には「有」に、申し出ない場合には

「無」に、「レ」マークを入れてください。 

 11．【18．建築物の床面積のうち、通常の建築物の床面積を超える部分】の欄には、法

第60条の規定により容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分の床面積(建

築基準法第52条第3項及び第6項並びに建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第2条

第1項第4号及び第3項の規定に基づき延べ面積に算入しない部分の床面積を除き、建築

物の延べ面積の20分の1を超えるときは当該建築物の延べ面積の20分の1とする。)を記

入してください。また、当該床面積の算定根拠を示す資料を別に添付してください。 

 12．この面は、建築確認等他の制度の申請書の写しに必要事項を補って追加して記載し

た書面その他の記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって代えることがで

きます。 
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(第四面) 

【1．付近見取図】 

【2．配置図】 

(注意) 

1．この面は、低炭素建築物新築等計画に係る建築物の新築等が、建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律第12条第1項の建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けな

ければならない場合にのみ、記載してください。 

2．付近見取図には、方位、道路及び目標となる地物を明示してください。 

3．配置図には、縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、計画に係る建築

物と他の建築物との別並びに敷地の接する道路の位置及び幅員を明示してください。 

 

(第五面) 

〔申請に係る住戸に関する事項〕 

【1．住戸の番号】 

【2．住戸の存する階】         階 

【3．専用部分の床面積】        m2 

【4．住戸のエネルギーの使用の効率性】 

  (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準) 

  □基準省令第10条第2号イ(1)の基準 

   外皮平均熱貫流率    W／(m2・K) 

    (基準値    W／(m2・K)) 

   冷房期の平均日射熱取得率 

    (基準値           ) 

  □基準省令第10条第2号イ(2)の基準 

  □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

    (                ) 

  □令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基準 

  (一次エネルギー消費量に関する事項) 

  □基準省令第10条第2号ロ(1)の基準 

   誘導基準一次エネルギー消費量    GJ／年 

   誘導設計一次エネルギー消費量    GJ／年 

   誘導BEI(        ) 

  □基準省令第10条第2号ロ(2)の基準 

  □国土交通大臣が認める方法及びその結果 

   (                ) 

  □令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は修繕等をする部分の基準 

(注意) 

 1．この面は、共同住宅等又は複合建築物(複合建築物の非住宅部分の認定を除く。)に係

る申請を行う場合に、申請に係る住戸ごとに作成してください。 

 2．住戸の階数が二以上である場合には、【3．専用部分の床面積】に各階ごとの床面積を

併せて記載してください。 

 3．【4．住戸のエネルギーの使用の効率性】の欄は、以下の内容に従って記載してくださ

い。 

  (1) (外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準)及び(一次エネルギー消費量

に関する事項)のそれぞれについて、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ

た上で記載してください。 

  (2) 「外皮平均熱貫流率」及び「冷房期の平均日射熱取得率」については、それぞれの

基準値(基準省令第10条第2号イ(1)の表に掲げる数値をいう。)と併せて記載してくだ

さい。 

  (3) 「基準省令第10条第2号イ(2)の基準」又は「基準省令第10条第2号ロ(2)の基準」を

用いる場合は、別紙に詳細を記載してください。 

  (4) 「誘導BEI」は、誘導設計一次エネルギー消費量(その他一次エネルギー消費量を除
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く。)を基準一次エネルギー消費量(その他一次エネルギー消費量を除く。)で除したも

のをいいます。「誘導BEI」を記載する場合は、小数点第二位未満を切り上げた数値と

してください。 

  (5) 施行日以後認定申請建築物の増築、改築又は修繕等をする場合の記載について、住

戸全体の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項は「基準省令第10条第2

号イ(1)の基準」に、住戸全体の一次エネルギー消費量に関する事項は「基準省令第10

条第2号ロ(1)の基準」に記載するとともに、令和4年改正基準省令附則第4項の基準の

適用を受ける場合には、「令和4年改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築又は

修繕等をする部分の基準」に「レ」マークを入れ、別紙に詳細を記載してください。 

 4．この面は、他の制度の申請書の写しに必要事項を補うこと、複数の住戸に関する情報

を集約して記載すること等により記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって

代えることができます。 

 

(第六面) 

2．低炭素化のための建築物の新築等に係る資金計画 

  

3．低炭素化のための建築物の新築等に関する工事の着手予定時期及び完了予定時期 

［工事の着手の予定年月日］                   年  月  日 

［工事の完了の予定年月日］                   年  月  日 

 (注意) 

  この面は、記載すべき事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができま

す。 

(別紙) 基準省令第10条第2号イ(2)の基準、基準省令第10条第2号ロ(2)の基準又は令和4年

改正基準省令附則第4項に規定する増築、改築若しくは修繕等をする部分の基準を用いる

場合 

1．住戸に係る事項 

 (1) 外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する措置 

  1)屋根又は天井 

   【断熱材の施工法】□内断熱  □外断熱  □両面断熱 

            □充填断熱 □外張断熱 □内張断熱 

   【断熱性能】□熱貫流率(  W／(m2・K))  □熱抵抗値(  (m2・K)／W) 

  2)壁 

   【断熱材の施工法】□内断熱  □外断熱  □両面断熱 

            □充填断熱 □外張断熱 □内張断熱 

   【断熱性能】□熱貫流率(  W／(m2・K))  □熱抵抗値(  (m2・K)／W) 

  3)床 

   (イ) 外気に接する部分 

    【該当箇所の有無】□有 □無 

    【断熱材の施工法】□内断熱  □外断熱  □両面断熱 

             □充填断熱 □外張断熱 □内張断熱 

    【断熱性能】□熱貫流率(  W／(m2・K))  □熱抵抗値(  (m2・K)／W) 

   (ロ) その他の部分 

    【該当箇所の有無】□有 □無 

    【断熱材の施工法】□内断熱  □外断熱  □両面断熱 

             □充填断熱 □外張断熱 □内張断熱 

    【断熱性能】□熱貫流率(  W／(m2・K))  □熱抵抗値(  (m2・K)／W) 

  4)土間床等の外周部分の基礎壁 

   (イ) 外気に接する部分 

    【該当箇所の有無】□有 □無 
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    【断熱性能】□熱貫流率(  W／(m2・K))  □熱抵抗値(  (m2・K)／W) 

   (ロ) その他の部分 

    【該当箇所の有無】□有 □無 

    【断熱性能】□熱貫流率(  W／(m2・K))  □熱抵抗値(  (m2・K)／W) 

  5)開口部 

   【断熱性能】熱貫流率(  W／(m2・K)) 

   【日射遮蔽性能】 

    □開口部の日射熱取得率(日射熱取得率                  ) 

    □ガラスの日射熱取得率(日射熱取得率                  ) 

    □付属部材 

    □ひさし、軒等 

  6)構造熱橋部 

   【該当箇所の有無】□有 □無 

   【断熱性能】断熱補強の範囲(  mm)  断熱補強の熱抵抗値(  (m2・K)／W) 

 (2) 一次エネルギー消費量に関する措置 

  【暖房】暖房設備(                         ) 

        効率(                         ) 

  【冷房】冷房設備(                         ) 

        効率(                         ) 

  【換気】換気設備(                         ) 

        効率(                         ) 

  【照明】照明設備(                         ) 

  【給湯】給湯設備(                         ) 

        効率(                         ) 

2．備考 

 (注意) 

1．1欄は、共同住宅等又は複合建築物の住戸に係る措置について、住戸ごとに記入してくだ

さい。なお、計画に係る住戸の数が二以上である場合は、当該各住戸に関して記載すべき

事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができます。 

2．1欄の(1)の1)から3)までにおける「断熱材の施工法」は、部位ごとに断熱材の施工法を

複数用いている場合は、主たる施工法のチェックボックスに「レ」マークを入れてくださ

い。なお、主たる施工法以外の施工法について、主たる施工法に準じて、別紙のうち当該

部位に係る事項を記入したものを添えることを妨げるものではありません。 

3．1欄の(1)の1)から4)までにおける「断熱性能」は、「熱貫流率」又は「熱抵抗値」のう

ち、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、併せて必要な事項を記入してくだ

さい。 

4．1欄の(1)の3)及び4)における(イ)及び(ロ)の「該当箇所の有無」は、該当箇所がある場

合には「有」のチェックボックスに、「レ」マークを入れてください。 

5．1欄の(1)の5)は、開口部のうち主たるものを対象として、必要な事項を記入してくださ

い。 

6．1欄の(1)の5)の「日射遮蔽性能」は、「開口部の日射熱取得率」、「ガラスの日射熱取

得率」、「付属部材」又は「ひさし、軒等」について該当するチェックボックスに「レ」

マークを入れ、必要な事項を記入してください。地域の区分(基準省令第1条第1項第2号イ

(1)の地域の区分をいう。)のうち8の地域に存する共同住宅等又は複合建築物に係る「日射

遮蔽性能」については、北±22.5度以外の方位に設置する開口部について記載してくださ

い。 

7．1欄の(1)の6)の「該当箇所の有無」は、該当箇所がある場合には、「有」のチェックボッ

クスに「レ」マークを入れ、「断熱性能」の欄に、「断熱補強の範囲」及び「断熱補強の

熱抵抗値」を記入してください。 

8．1欄の(2)の「暖房」、「冷房」、「換気」、「照明」、「給湯」については、住戸に設

置する設備機器とその効率(「照明」を除き、かつ、効率に係る基準を用いる場合に限る。)

を記載してください。設備機器が複数ある場合は最も効率の低い設備機器とその効率を記

載してください。「効率」の欄には、「暖房」では暖房能力を消費電力で除した値を、「冷

房」では冷房能力を消費電力で除した値を、「換気」では比消費電力(全般換気設備の消費

電力を設計風量で除した値をいう。)、有効換気量率又は温度交換効率を、「給湯」ではモー

ド熱効率、年間給湯保温効率又は年間給湯効率をそれぞれ記載してください。ただし、浴

室等、台所及び洗面所がない場合は、「給湯」の欄は記載する必要はありません。 

9．1欄に書き表せない事項で特に記入すべき事項は、2欄に記入し、又は別紙に記入して添

えてください。 
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様
式
第
六
（
第
四
十
三
条
関
係
）
（
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）

様式第六(第四十三条関係)(日本産業規格A列4番) 

低炭素建築物新築等計画認定通知書 

認 定 番 号  第       号   

認 定 年 月 日    年  月  日   

(※)確 認 番 号  第       号   

確 認 年 月 日    年  月  日   

 建築主事又は

建築副主事の職氏名 

           殿 

所管行政庁          印     

 都市の低炭素化の促進に関する法律第53条第1項の規定により申請のあった低炭素建築物

新築等計画について、同法第54条第1項の規定に基づき認定しましたので通知します。 

1．申請年月日 

2．申請者の住所 

3．認定に係る建築物の位置 

 (※)は法第54条第4項において準用する建築基準法(昭和25年法律第201号)第18条第3項の

規定により所管行政庁が確認済証の交付を受けた場合に記入されます。 

様
式
第
七
（
第
四
十
五
条
関
係
）
（
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
４
番
）

様式第七(第四十五条関係)(日本産業規格A列4番) 

低炭素建築物新築等計画変更認定申請書 

年  月  日 

所管行政庁 殿 

  申請者の住所又は

主たる事務所の所在地 

  

申請者の氏名又は名称            

代表者の氏名                

 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第1項の規定により、低炭素建築物新築等計画

の変更の認定を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありませ

ん。 

1．低炭素建築物新築等計画の認定番号 

       第        号 

2．低炭素建築物新築等計画の認定年月日 

        年   月   日 

3．認定に係る建築物の位置 

4．申請の対象とする範囲 

 □建築物全体 

 □複合建築物の非住宅部分 

 □複合建築物の住宅部分 

5．変更の概要 

 (本欄には記入しないでください。) 

受 付 欄 認 定 番 号 欄 決 裁 欄 

年  月  日 年  月  日   

第          号 第          号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

 1．申請者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

 2．3欄には、認定に係る建築物の位置する地名地番を記載してください。 

 3．4欄には、非住宅建築物、一戸建ての住宅、共同住宅等又は複合建築物の全体に係る

申請の場合には「建築物全体」に、複合建築物の非住宅部分のみに係る申請の場合に

は「複合建築物の非住宅部分」に、複合建築物の住宅部分のみに係る申請の場合には

「複合建築物の住宅部分」に、「レ」マークを入れてください。 

   ※「非住宅建築物」は建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令(平成28年経済

産業省令・国土交通省令第1号)第1条第1項第1号に規定する非住宅建築物をいい、

「一戸建ての住宅」は一棟の建築物からなる一戸の住宅をいい、「共同住宅等」は

共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をいい、「複合建築物」は同号

に規定する複合建築物をいいます。 
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様式第八(第四十六条関係)(日本産業規格A列4番) 

低炭素建築物新築等計画変更認定通知書 

認 定 番 号  第       号   

認 定 年 月 日    年  月  日   

(※)確 認 番 号  第       号   

確 認 年 月 日    年  月  日   

 建築主事又は

建築副主事の職氏名 

           殿 

所管行政庁          印     

 都市の低炭素化の促進に関する法律第55条第1項の規定により申請のあった低炭素建築物

新築等計画の変更について、同条第2項において準用する同法第54条第1項の規定に基づき認

定しましたので通知します。 

1．申請年月日 

2．申請者の住所 

3．当該変更認定を受ける前の低炭素建築物新築等計画の認定番号 

4．認定に係る建築物の位置 

 (※)は法第55条第2項において準用する法第54条第4項において準用する建築基準法(昭和

25年法律第201号)第18条第3項の規定により所管行政庁が確認済証の交付を受けた場合に記

入されます。 
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